
平成 28 年度 第 1回 公共施設等マネジメント推進委員会 次第 

 

日時  平成 28 年 7 月 15 日（金）14：00～ 

場所  千代田庁舎（増築棟 1階）第 6会議室 

 

１ 開 会 

 

 

２ 委嘱状交付 

 

 

３ 市長あいさつ、事務局職員紹介 

 

 

４ 委員自己紹介 

 

 

５ 正副委員長の互選 

 

 

６ 議 題 

(1) 本市の公共施設の現状と最適化に向けた基本方針（総論）等に関する報告 

・公共施設等マネジメント計画（基本計画）の概要について 

・公共施設使用料の見直し（減免制度の再構築等）について 

(2) 施設個別の最適化に向けた取組み事項（各論）について 

・市民生活関連施設の再配置等の検討について 

・廃校活用ニーズ調査（先導的事業）について 

・公共施設用地の借地の適正化について 

(3) 本年度の委員会の開催計画について 

 

 

７ そ の 他 

 

 

８ 閉 会 
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資料１ 



①施設分類別の公共施設（延床面積）の状況

②施設分類別の土地面積の状況（道路用地等を除く）

【参考】　公共施設の土地の保有状況（市有地：借地の比率）

かすみがうら市公共施設等マネジメント計画（基本計画）のポイント

　第１章　公共施設等の現状と課題

 １　公共施設の状況

学校教育

市民文化・社

会教育

庁舎

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘ

ｴｰｼｮﾝ

児童福祉

保健・福祉

下水道

観光

消防
上水道 その他

都市公園等
・学校教育 ㎡（ ）

・市民文化・社会教育 ㎡（ ）

・行政（庁舎） ㎡（ ）

・ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ ㎡（ ）

・児童福祉 ㎡（ ）

・保健・福祉 ㎡（ ）

・下水道 ㎡（ ）

・観光 ㎡（ ）

・行政（消防） ㎡（ ）

・上水道 ㎡（ ）

・その他 ㎡（ ）

・都市公園等 ㎡（ ）

合計 ㎡

学校教育

観光

その他

スポーツ・ﾚｸ

ﾘｴｰｼｮﾝ

保健・福祉

市民文化・社

会教育

都市公園等

庁舎
児童福祉

上水道 下水道
消防

・学校教育 ㎡（ ）

・観光 ㎡（ ）

・その他 ㎡（ ）

・ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ ㎡（ ）

・保健・福祉 ㎡（ ）

・市民文化・社会教育 ㎡（ ）

・都市公園等 ㎡（ ）

・行政（庁舎） ㎡（ ）

・児童福祉 ㎡（ ）

・上水道 ㎡（ ）

・下水道 ㎡（ ）

・行政（消防） ㎡（ ）

合計 ㎡

・市有地 ㎡（ ）

・借地 ㎡（ ）

合計 ㎡市有地

借地

この計画は、市が保有する公共施設やインフラ施設のあり方について、これから 年先の将来を見通して、

まちづくりや市民生活の視点から基本的な方針や方向性を取りまとめる計画で、総務省から策定要請があっ

た「公共施設等総合管理計画」に該当するものです。

延床面積の約６割が、

学校教育施設。

公共施設の土地のうち、

約２割が借地。

スポーツ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

施設の土地は約 割。
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① 人口構造の変化による施設保有量への影響

② 施設の老朽化の進行

③ 施設の維持管理コスト

④ 総コストと使用料収入

⑤ 施設の利用状況

 ３　公共施設等の課題

 ２　更新シミュレーション

（市が現在保有する公共施設とインフラ施設のすべてを、定期的に更新すると仮定した場合の費用）
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12,060
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12,089

（人）

高齢人口（６５歳以上）

生産年齢人口（１５～６４歳）

年少人口（１５歳未満）

◇人口の推移と将来推計 （出所：国立社会保障・人口問題研究所 、国勢調査）
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公共施設

下水道

上水道

橋 梁

道 路

１年あたり約４０３億円の見込み。

（内訳）公共施設 約 億円

インフラ 約 億円

今後 年間で、

約１万人

減少の見込み。

・光熱水費や借地料の割合の高さ。

・コストに対する使用料収入の低さ。

・稼働率の低さ、役割の変化。

年後には、

約８割が

築 年以上に。

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上年～

年未満

年～

年未満

年～

年未満

年以上

年～

年未満年～
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年未満

年未満

② 施設の老朽化の進行

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上年以上

年～年～

年未満年～

年未満年未満

年～年～年～

年未満年未満年未満
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７９％５７％

年度

年度

・光熱水費や借地料の割合の高さ。

約８割が

築

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上年～

年未満年未満

年～年～

年未満年未満年未満

年～年～
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７９％
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 ３　計画の方針

 ２　計画期間

 １　対象施設等

第２章 公共施設等マネジメント計画

公共施設等マネジメント基本方針 ～

実 行 計 画

実 行 計 画

実 行 計 画

基本計画

第Ⅲ期

３ ～ ４

基本計画

第Ⅱ期

２ ～ ３

基本計画

第Ⅰ期

～

実 行 計 画

見直し 見直し

より多くの

市民が快適に

利用できる

施設

適正な

規模と配置で

整備されている

施設

効率的・

効果的に管理

運営されている

施設

総量縮減と

機能複合化

施設保全の適正化

機能的なまちづくり

サービス水準等の検討

利用環境の向上

広域的な連携

予防保全

安心安全の確保

適切な受益者負担

財源の確保

財産の処分と活用

民間活力の導入

維持管理コストの縮減

機能複合化の推進

施設総量の縮減

市

民

と

の

連

携

『
ま
ち
の
魅
力
』
や
『
市
民
生
活
の
質
』
が
高
ま
る
施
設
へ

基本理念
（目指す姿）

基本方針
（４項目）

取組み方針
（１３項目）

まちづくりとの

連動

効率的・効果的

な管理運営

市が保有するすべての公共施設とこれに付随する土地、インフラ施設、普通財産、その他の公有財産

等を対象とします。

○公共施設 施設 建物 棟 土地 ㎡

○インフラ 道路（実延長 ｍ）、橋りょう（ 本）

上水道（管路 ｍ）、下水道（管路 ｍ）

○普通財産、その他の公有財産等 ＜数量は 年度末現在＞

具体的な取組みは、 年度から

分野別・地域別に「実行計画」を策定。
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＜＜　今後の実行計画の柱となるもの　＞＞

 １　計画のロードマップ

 １　課題解決の方向性

　第３章　施設分類別の現状と方向性

　第４章　基本計画の実現に向けて

・維持管理費の縮減

・利用実態に合わせた適正配置

⑦公園（都市公園等、農村公園）

・利用実態に合わせた適正配置（広域的な

視点も考慮）

・コミュニティ施設への転換と複合化

・受益者負担の適正化による収入確保

・ニーズに対応したサービス提供による利

用の促進

①公民館

・利用実態に合わせた適正配置（広域的な

視点も考慮）

・受益者負担による収入確保

・ニーズに対応したサービス提供による利

用の促進

・小中学校施設の効果的活用

・施設の統廃合

②スポーツ施設

・適正規模化計画推進による施設環境及び

教育環境の改善

・廃校後の施設及び土地の有効活用（売却、

賃貸、用途変更）

③小中学校

・施設の廃止及び民営化

・民営施設の設置推進

・認定こども園の推進

④保育所

・多目的な利用による有効活用

・事業実態に合わせた施設配置

⑤保健センター

・既存施設の転用、複合化

・民営施設の設置推進

⑥児童館

・施設の長寿命化と計画的更新

・処理施設の統廃合による更新経費の縮減

⑨下水道

・都市基盤の計画的な維持管理

・定期的な点検・診断による現状把握

・効率的かつ効果的な修繕及び更新

⑩道路・橋りょう

・年次的な更新計画による経費の平準化

・送配水施設の効率的な更新と再整備

⑧上水道

市
総
合
計
画
（
２
０
０
７
～
２
０
１
６
）

ステップ１ 年

基本計画の周知・地域懇談会等の開催
広報誌、市ＨＰ等により、計画の内容を市民の皆様に周知を

図ります。

また、一定の地域ごとに懇談会を開催し、直接の意見を聞く

機会を設け、実行計画の策定に反映することとします。

既存の施設関連計画等の総合調整

各施設における既存の計画等について、

当該計画との調整を行い方向性の統一を図

り、実行計画の円滑な推進を目指します。

ステップ２ 年～ 年

実行計画の策定
基本計画で整理された施設分類別の課題や方向性、市民ニーズ等を包括的に整理し、計画を策定します。

施設分類の枠を超えた横断的なものとし、地域別の特性も勘案し市全体のバランスを考慮します。

ステップ３ 年～

実行計画の取組み推進
策定された実行計画について、取組みを進め、公共施設等マネジメントを推進します。

ステップ４ 年

基本計画の見直し
年からの１０年間（第２期）に向けて、基本計画の見直しを行います。

第１期の進捗状況や、市の財政状況、経済情勢、公共施設の現状等を総合的に分析し、計画を見直すことと

します。

市
総
合
計
画
（
２
０
１
７
～
）

市
総
合
計
画
（
２
０
０
７
～
２
０
１
６
）

市
総
合
計
画
（
２
０
０
７
～
２
０
１
６
）

市
総
合
計
画
（
２
０
１
７
～
）

ステップ１ 年

基本計画の周知・地域懇談会等の開催
広報誌、市ＨＰ等により、計画の内容を市民の皆様に周知を

図ります。

また、一定の地域ごとに懇談会を開催し、直接の意見を聞く

機会を設け、実行計画の策定に反映することとします。

既存の施設関連計画等の総合調整

各施設における既存の計画等について、

当該計画との調整を行い方向性の統一を図

り、実行計画の円滑な推進を目指します。

ステップ１ 年

基本計画の周知・地域懇談会等の開催
広報誌、市ＨＰ等により、計画の内容を市民の皆様に周知を

図ります。

また、一定の地域ごとに懇談会を開催し、直接の意見を聞く

機会を設け、実行計画の策定に反映することとします。

既存の施設関連計画等の総合調整

各施設における既存の計画等について、

当該計画との調整を行い方向性の統一を図

り、実行計画の円滑な推進を目指します。

ステップ２ 年～ 年

実行計画の策定
基本計画で整理された施設分類別の課題や方向性、市民ニーズ等を包括的に整理し、計画を策定します。

施設分類の枠を超えた横断的なものとし、地域別の特性も勘案し市全体のバランスを考慮します。

ステップ２ 年～ 年

実行計画の策定
基本計画で整理された施設分類別の課題や方向性、市民ニーズ等を包括的に整理し、計画を策定します。

施設分類の枠を超えた横断的なものとし、地域別の特性も勘案し市全体のバランスを考慮します。

ステップ３ 年～

実行計画の取組み推進
策定された実行計画について、取組みを進め、公共施設等マネジメントを推進します。

ステップ３ 年～

実行計画の取組み推進
策定された実行計画について、取組みを進め、公共施設等マネジメントを推進します。

ステップ４ 年

基本計画の見直し
年からの１０年間（第２期）に向けて、基本計画の見直しを行います。

第１期の進捗状況や、市の財政状況、経済情勢、公共施設の現状等を総合的に分析し、計画を見直すことと

します。

ステップ４ 年

基本計画の見直し
年からの１０年間（第２期）に向けて、基本計画の見直しを行います。

第１期の進捗状況や、市の財政状況、経済情勢、公共施設の現状等を総合的に分析し、計画を見直すことと

します。

市
総
合
計
画
（
２
０
１
７
～
）
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公共施設等の老朽化比率（固定資産台帳の整備結果からの参考） 

 
平成 27 年度開始時固定資産評価額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
★ 固定資産台帳の整備について 

市では、平成 27年 1月 23日付けで国から要請（総務大臣から通知）があった「統一
的な基準による地方公会計の整備について」に対応するため、地方公会計制度（財政部

門が所管）の財務書類の補助簿である「固定資産台帳」を平成 27年度に整備。 
この台帳整備にあたっての資産の評価については、国から示された全国統一のマニュ

アルに基づき、原則として取得原価が判明するものは取得原価を採用し、判明しないも

のについては直近工事等より算定した標準単価や国が示した単価等による再調達価額に

て評価。また、土地については、固定資産税評価額（市道・水路底地は備忘価額 1 円、
都市計画道路は取得価額）により評価。 
今後は、固定資産の取得・異動があった場合、新規取得や売却、耐震工事等の耐久性

を増すような工事等の資本的支出（資産）を判断し、固定資産台帳への登録などの更新

作業を行っていく。 

評価額（減価償却前）の集計値

…取得金額・再調達価額 

取得日時点から平成 27年 4月 

1日までに減価償却を行った額 

平成 27年 4月 1日現在

の市所有財産の資産価値 

（単位:千円）

資産件数 取得価額 減価償却累計額 H27期首簿価 老朽化比率

有形固定資産 15,815 124,575,447 -58,980,793 65,594,654 49.9%

事業用資産 3,362 29,917,556 -14,416,451 15,501,106 58.5%

事業用・土地 2,374 5,093,482 5,093,482

事業用・立木竹

事業用・建物 329 22,210,471 -12,753,937 9,456,534 57.4%

事業用・工作物 648 2,431,770 -1,657,514 774,256 68.2%

事業用・船舶 1 5,000 -5,000 100.0%

事業用・浮標等

事業用・航空機

事業用・その他

事業用・建設仮勘定 10 176,833 176,833

インフラ資産 12,236 93,790,384 -43,830,560 49,959,825 47.3%

インフラ・土地 7,820 1,031,535 1,031,535

インフラ・建物 30 3,893,526 -2,220,223 1,673,303 57.0%

インフラ・工作物 4,386 88,865,323 -41,610,337 47,254,986 46.8%

インフラ・その他

インフラ・建設仮勘定

物品 217 867,506 -733,783 133,724 84.6%

無形固定資産 4 14,116 -1,723 12,393

無形・ソフトウェア 4 14,116 -1,723 12,393 12.2%

無形・その他
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公共施設使用料の減免制度の再構築（案）について 

 

 

 公共施設の使用料（定価）の均衡を図りつつ、市が推進する「健康づくり」や

「高齢者・障害者福祉」、「子育て支援」、「生涯学習・スポーツ」、「コミュニティ

活動」などに関する市民の自主的な活動を支援するため、公共施設を利用しやす

く、分かりやすい「使用料の免除、減額の制度」を設ける。 

 

１ ポイント 

・現行では施設単位となっている「利用者と施設」の関係を、市の施策目的の

実現のために、施設の枠を超えた「利用者・市民・市」の相互にメリットを

もたらす関係に。 

・施設ごとに対応している現行の減免規定や無料利用の実態について、原則と

してこれらを包含する統一基準を設定。 

・施設使用料（定価）については、無料・有料施設間の不均衡を是正するため、

統一した算定基準により見直しを行う。 

２ 利用団体と施設（市）の関係の再構築 

 現 行  … 施設の貸借の範囲で完結する場合がほとんど 

・利用団体から利用希望施設に対し、使用（減免利用）を申請 

・施設側では、その施設の設置目的（減免基準）に照らし、使用を許可（減免

の適用） 

 今 後  … 施設の貸借に加え、他の市民への波及、市の事業との連携 

・利用団体（同好会、サークル等）は、その活動目的にもっとも合致する市の

担当課に、施設利用団体登録を申請 

・各担当課では、市の施策目的、統一基準に照らし、施設利用（減免適用）団

体として認定・登録 

＜認定・登録後＞ 

・登録団体は、利用希望施設に使用申請。施設側では、その使用を許可 

・登録団体は、その活動目的に賛同する市民に対し門戸を開放 

・各担当課は、所管の登録団体に対し、必要に応じ、その活動に資する情報提

供、関連事業への参加・協力要請 

３ 同好会、サークル等の減免適用団体としての要件 

 活動目的  

・市の施策目的に合致する活動を目的としていること。 

健康づくりの推進、高齢者・障害者福祉の充実、次世代育成の支援、生

涯学習の推進、スポーツ活動の推進、青少年の健全育成、コミュニティ

活動の推進 など （利用者の直接の営利を目的とする場合を除く。） 
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・活動成果について、自主的または要請に応じ、市民に還元する意思があること。 

市等が主催する行事への参加、市の事業への協力 など 

 会員構成  

・一定人数以上（※１）で構成され、かつ、市民が半数以上（※２）を占めていること。 
（※１）社会教育法などの適用を受ける団体は、その規定により判断 
（※２）高齢者や障害者、児童・生徒など、一定の者を対象とする団体の場合は、

その該当者も半数以上を占めていること。 

・団体への入会について、広く市民に開かれていること。 

活動目的に賛同する市民の入会を制限しないこと。 

 運営方法  

・年間を通じ、定期的、継続的な活動を行っていること。 

・会員の総意によって、自主的かつ組織的な運営がされていること。 

・活動費用を要する団体の場合、会の経理は、会員の会費で賄われ、収支決算

は適切に行われていること。 

・外部講師の経常的な招へい、代表者と会員間の師弟関係など、塾や教室的な

形態になっていないこと。 

４ 使用料の減免割合の判定、利用施設の範囲など 

・同好会、サークル等に対する使用料の減免については、基準の各項目に当て

はまる度合い等により、免除（実質無料化）または減額（照明使用料など一

部負担）を判定できるよう整理 

・現状において社会教育法の適用を受ける公民館施設などは、施設の設置根拠

の規定の範囲内での対応とする。今後、公共施設の機能複合化など、利用範

囲の拡大を検討していく。 

５ 個人利用施設に関する減免制度 

・年齢区分等による一定料金（定価）の設定とともに、健康づくり、高齢者・

障害者福祉、次世代育成といった市の施策目的に応じ、対象施設の使用料の

減免制度の調整を行う。 

６ 制度の定期的な検証等 

・市の施策動向や公共施設を取巻く環境の変化等に対応するため、原則として

５年を単位とし制度の検証を行い、必要に応じ見直しを講じる。 

・財務的な視点として、今後の公共施設等の最適化において、施設総量の縮減、

維持管理費の縮減などにより、総体的なコスト縮減に努める。 

７ 実施時期等 

・平成 29 年 4 月に改正を予定し、今後、市民や利用者等への周知、説明会等を

計画する。 
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公共施設等総合管理計画 

 2015 年 3 月 

｢まちの魅力｣や｢市民生活の質｣が高まる施設へ 

かすみがうら市 

公共施設等マネジメント計画 

（基本計画） 



 

はじめに                          

 

 当市には、学校教育施設をはじめとする様々な公共施設があり、1970 年代から 1980 年代を中心に

整備され、その数は施設数で 147、建築棟数では 368 となっており、大半の施設が建築から 30年以

上を経過し、老朽化への対応が必要な時期を迎えています。 

 また、生活の基盤施設である道路や上下水道などのインフラ施設も、高度経済成長期から、人口の

集積などに応じて整備が進められてきました。 

 こうした公共施設やインフラ施設は、その時代に必要な施設として整備され活用されてきましたが、

少子高齢化による人口構造の変化や人口減少、生活スタイルの変化などにより、必要とされる役割や

量にも変化が予想されています。 

 さらに、税収の減少や社会保障費用の増大などの厳しい財政状況から、すべての施設をこれまでど

おり維持することは極めて困難な状況で、上下水道や学校など、特に公共性の高い施設でさえも、良

好な状態で維持できなくなる可能性が高い状況となっています。 

 こうした公共施設等を取り巻く環境の変化は、当市に限らず全国的な課題でもあり、総務省では、

2014 年 4月 22 日に『公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針』を示し、関係機関に対し、

インフラを含む公共施設等を総合的かつ計画的に管理するよう要請を行いました。 

 このようなことから、当市においても、公共的施設の適正配置に関するこれまでの取組みに加え、

総務省からの要請も踏まえ、まちづくりや市民生活の視点で、公共施設等を総合的かつ計画的に管理

していくために、この計画を策定いたしました。 

 この計画では、これから 30年間を見通し、基本理念を『まちの魅力や市民生活の質が高まる施設

へ』とし、基本方針として「総量縮減と機能複合化」「まちづくりとの連動」「施設保全の適正化」「効

率的・効果的な管理運営」を掲げるとともに、当面 10年間に取組む基本的な方向性を取りまとめ、

市民との連携により計画を推進していくこととしています。 

 今後は、市民の皆さんにも参加をいただきながら、具体的な実行計画を定め、「より多くの市民が

快適に利用できる施設」「適正な規模と配置で整備されている施設」「効率的・効果的に管理運営され

ている施設」を目指した取組みを進めてまいりますので、引き続きご理解とご協力をお願いいたしま

す。 

 また、この計画の策定にあたって、市民アンケート調査や懇談会などにご協力をいただきました皆

さんに、厚く御礼を申し上げます。 

 

2015 年 3月 

 

かすみがうら市長  坪 井  透 
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１－１ 公共施設の状況（建物）

① 築年代別の公共施設（棟数）の推移

公共施設の棟数は、１９７０年代以降から増加し、１９８０年代には、学校教育系施設を中心に

１４４棟が建設され、公共施設整備のピークであった。１９９０年代以降は建設される公共施設数

は減少しているが、２００５年３月の合併後においては、地域福祉センターやまゆり館や霞ヶ浦庁

舎が建設され、現在においても小中学校統合に係る学校施設等の整備を進めている。

② 築年代別の公共施設（延床面積）の推移

公共施設の延床面積は、建築棟数に比例し１９７０年代から学校施設を中心に増加傾向にあり、

１９８５年頃にピークを迎えた。この時期までに建築された施設は既に３０年を経過している。

１９９５年前後においては、保健福祉系施設の割合が高くなっている。

第１章 公共施設等の現状と課題 
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③ 施設分類別の公共施設（棟数）の状況

公共施設（棟数）の施設分類でみると、同一施設内に棟数が多い学校教育系施設が１７７棟と最

も多く、全体の４８ １％を占めている。学校教育系施設以外の公共施設の棟数割合は低く、消防

施設の３２棟（８ ７％）、上水道施設の 棟（８ ５％）、スポーツ・レクリエーション施設の２

１棟（５ ７％）となっている。

④ 施設分類別の公共施設（延床面積）の状況

公共施設の総延床面積は１３２ １６９㎡で、施設分類によって建物の量（延床面積）が大きく

異なっている。最も量（延床面積）が多い施設分類は小学校、中学校等の学校教育系施設で７８

２７０㎡、市公共施設全体の５９ ２％を占めている。次いで多いのは、市民文化・社会教育施設

の１１ ０１０㎡で８ ３％を占めている。以下、行政系施設（庁舎等）の８ ４４８㎡（６ ４％）、

スポーツ・レクリエーション施設の６ ５８６㎡（５ ０％）、児童福祉施設の６ ３０７㎡（４ ８％）

が続いている。
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１－２ 公共施設の状況（土地）

① 土地面積の状況

市が保有する土地面積は、公共施設が立地する土地と普通財産などのその他の土地（道路用地等

を除く）を含め、１ ７３３ ６９４㎡である。市内公共施設のすべてが市の保有している土地に立

地していると限らず、市が民有地を賃貸借契約し立地している施設も多く存在している。所有区分

別では、市所有地が１ ３４９ ９８９㎡（７７ ９％）、借地が３８３ ７０５㎡（２２ １％）とな

っている。

【参考】２０１３年度土地借上料：４ ７７９万円

② 施設分類別の土地面積

公共施設等に係る土地総面積の１ ７３３ ６９４㎡を施設分類別でみると、最も面積が多いのは

小学校、中学校などの学校教育系施設４２０ ５６９㎡で、２４ ３％を占めている。次いで多いの

は、観光系施設の３７０ ７２４㎡で２１ ４％を占めている。以下、普通財産などのその他の３３

０ １２４㎡（１９ ０％）、スポーツ・レクリエーション施設の２５５ ８３４㎡（１４ ８％）、保

健福祉系施設の７８ ０７９㎡（４ ５％）が続いている。
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１－３ インフラの状況

① 道路

市道の実延長は１ ４４３ ４８２ｍ、路線数６ １３１を有している。

常磐自動車道、国道６号、国道３５４号及び県道などの広域道路網と連携した幹線道路の整備を

推進するとともに、市民生活と直接かかわる地域の生活道路の整備により、安全性と利便性の向上

に向けた取組みを進めている。

② 橋梁

橋梁の実延長は２ ４４４ｍ、橋数１６５を有している。

延長の短い橋梁が多く存在するという特徴がある一方、常磐自動車道に架かる跨道橋が１１橋あ

り、建設から３０年以上が経過している。

③ 上水道

霞ヶ浦地区は、その中央部に浄水施設を有し配水を行っている。主な水源は地下水であるが、県

中央用水からの受水も行っている。千代田地区は、浄水場や配水施設が数か所ありエリア内に点在

している。水源は、地下水と県西用水からの受水によって賄われている。

東日本大震災を受け、水道水源の確保を図り災害に強い水道の構築を目的に、霞ヶ浦地区と千代

田地区を結ぶ送水管が布設され、安定的な給水が確保された。

管種別の整備状況は、配水管３９５ ２１８ｍ、導水管６ １１６ｍ、送水管１０ ５１０ｍとな

っている。このうち、１９９０年代に敷設された配水管の延長は２１９ ４２２ｍで、配水管の過

半数を占め、２０３０年以降に順次更新時期を迎えることとなる。

④下水道

公共下水道の整備は１９７０年代後半から始まり、その後特定環境保全公共下水道の整備が進め

られた。公共下水道並びに、志戸崎・田伏地区を除く特定環境保全公共下水道は、湖北流域下水道

に属している。

農業集落排水は１９９０年代後半から整備が始まり、８地区で供用されており、地区ごとに処理

場を有している

管路の整備状況は、総延長で３０６ ９４３ｍ、このうち公共下水道は１８２ １３７ｍ、農業集

落排水は１２４ ８０６ｍ、１９９０年代に敷設された管路の延長は１７６ ７１４ｍで、全体の約

６割を占め、２０４０年以降に順次更新時期を迎えることとなる。
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２ 各種計画における主な位置付け 

 当市は、各種計画において公共施設等に関する方針や方向性を掲げ取組みを進めており、この計画

では、こうした各種計画との整合性を図り策定をするものです。 

 

○新市建設計画（２００５年度～２０２４年度）  

≪公共的施設の適正配置と整備≫ 

 『公共的施設については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、地域の特殊性や

地域間のバランス、さらには財政事情等を勘案し、適正配置と整備を図っていきます。適正配置

と整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、現在の公共的施設の有効利用・相

互利用等を総合的に勘案し、住民サービスの向上を図るよう配慮するものとします。 

 

○総合計画基本構想（２００７年度～２０１６年度） 

≪適正な土地利用の推進≫ 

・計画的な土地利用の推進 

・都市計画の推進 

・中心市街地の整備 

・街なみ景観の保全 

 

≪行政サービスの向上≫ 

・行政課題や多様な市民ニーズに対応した適切な行政運営 

・最適な行政サービスの効果的安定的な供給 

・効率的な行財政運営 

 

○都市計画マスタープラン（２００９年度～２０２８年度） 

 ≪公共・公益施設の整備方針≫ 

 ・利便性が高く、質の高いサービスを提供する公益サービスの提供 

 ・高齢化の進展や都市防災、景観に配慮した公共・公益施設の整備推進 

 ・環境に配慮した施設整備 

 

○行政改革大綱（２０１０年度～２０１４年度） 

≪公共施設の有効利用・運営合理化≫ 

 ・公共施設の効果的活用と適正な維持管理計画の策定 

 ・施設の管理形態の再検証 

 ・公共施設の運営合理化 
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３ 長期財政見通し

① 歳入

・２０１０年度から２０１３年度は決算額、２０１４年度は当初予算額、２０１５年度以降は長期

財政見通しの数値。

・項目別でみると地方交付税が減少している一方で、市債は２０１１年度以降増加傾向にある。

・長期財政の見通しでは、２０１７年度には前年から２９億円減少し、２０１７年度以降は歳入総

額が１４０億円台となることが予測され、それ以降も減少傾向となる。ただし、歳出の投資的経

費の動向により増加することも想定される。

・長期財政見通しにおける主な減額要因としては、市債の減少が大きく、国庫支出金及び地方交付

税も減少傾向となる。特に地方交付税は２０１５年度から合併算定替えが始まり、２０１９年度

まで段階的に減額される。また、人口減少等により基準財政需要額が減少するため、これ以降も

減少することが予想される。

② 歳出
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 ・２０１０年度から２０１３年度は決算額、２０１４年度は当初予算額、２０１５年度以降は長期

財政見通しの数値。 

・投資的経費は街路整備事業、神立駅周辺整備事業、小中学校整備事業等大規模事業の動向により 

変動することが予想されるため流動的であるが、合併算定替が終了した２０２０年度以降は毎年

５．０億円の見通しとしている。一方、扶助費は増加傾向にあり、２０２４年度には２０１０年

度と比較して約２.４億円の増加が見込まれる。 

 ・２０２１年度の公債費は、２０１０年度に比べ４．４億円増加し、実質公債費比率が上昇する。

今後投資的経費が見通しを上回った場合は、公債費もこれ以上に増加することとなる。 
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４ 更新シミュレーション

（１）更新シミュレーション（公共施設）

① シミュレーションの前提条件

一般財団法人地域総合整備財団が提供する公共施設等更新費用試算ソフトの設定条件・算定方法

を参照して、建築物の将来の更新費用についてシミュレーションを行う。

■推計期間

４０年（２０１５年度～２０５４年度）

※施設データを確認した２０１４年度の翌年度から４０年間で推計。

■対象施設

一般会計に係る公共施設

上水道施設、下水道施設は、設備に係る更新に特殊性があるため対象外とする。

■積残し分の処理

シミュレーション時点で築年数が３１年以上５０年までの施設については、当初１０年間で均等

に大規模改修を行うものと想定する。

■単価設定

② シミュレーション結果

○シミュレーション１（全施設）

現在保有する施設を、築３０年で大規模改修、築６０年で建替えとし試算したもの。

・４０年間の更新費用総額は約４９０ ０億円、１年当たりの更新費用額は約１２ ３億円と推計

される。

・公共施設の建替えが増える２０３４年度以降に更新費用が増加し、年間２０億円から３０億円

の推計結果となっている。

用途 大規模改修 建替え
市民文化系・社会教育系・行政系等施設 ２５万円／㎡ ４０万円／㎡
体育施設 ２０万円／㎡ ３６万円／㎡
学校 １５万円／㎡ ３０万円／㎡
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○シミュレーション２ （総量縮減）

シミュレーション１から人口推計を考慮し、２６％総量を縮減し試算したもの。

・４０年間の更新費用総額は約３６２ ６億円、１年当たりの更新費用額は約９ １億円と推計さ

れる。

○シミュレーショ３ （長寿命化）

シミュレーション１の建替え時期築６０年を築７０年としたもの。

・４０年間の更新費用総額は約３９４ ７億円、１年当たりは約９ ９億円と推計される。

・建替えが増える２０４５年度以降に更新費用が増加し、２０５０年度以降は年間２５億円前後

となる。

・長寿命化のための修繕費用は含んでいない。
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○シミュレーション４（総量縮減（シミュレーション２）＋長寿命化（シミュレーション３）

・４０年間の更新費用総額は約２９２ １億円、１年当たり約７ ３億円と推計される。

・公共施設の建替えが増える２０４５年度以降に更新費用が増加し、２０５０年度以降は年間１

５億円から２０億円程度となる。

○シミュレーション５（総量縮減・長寿命化・小中学校適正規模化）

シミュレーション４にさらに小中学校適正規模化計画を計画に沿って試算したもの。

・４０年間の更新費用総額は約２１４ ６億円、１年当たり約５ ４億円と推計される

・公共施設の建替えの波は緩やかとなり、２０５０年度以降増加傾向にあり年間１０億円から２

０億円となることが予想される。
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（２）更新シミュレーション（インフラ）

① シミュレーションの前提条件

一般財団法人地域総合整備財団が提供する公共施設等更新費用試算ソフトを使用して、将来の更

新費用についてシミュレーションを行う。単価及び更新年数は、同ソフトの初期設定値を使用して

いる。

■推計期間

４０年（２０１５年度～２０５４年度）

※施設データを確認した２０１４年度の翌年度から４０年間で推計。

■対象施設のデータ把握

・道 路：総量データによる。

・橋 梁：総量データによる。

・上水道：「かすみがうら市水道配水管敷設状況表」の年度整備量により按分して設定。

・下水道：「減価償却対象有形固定資産（有形固定資産台帳・減価償却計算表）」の年度別の金額

により按分して設定。

■単価・更新年数

② シミュレーション結果

○道路・橋梁

年度別の整備量が不明であるため、道路についてはその面積５ ２９３ ３４１㎡を道路種別に

応じ更新期間１５年～３０年で区分し試算を行い、４０年間の整備費用総額は３７４億円の試算

結果となった。これを平準化し１年当たりで平均すると、約９ ３億円と推計される。橋梁につい

ても同様に１６５橋を構造区分別に試算し、４０年間の整備費用総額は４７ ２億円で、１年当た

り約１ ２億円と推計される。道路・橋梁を合計すると年間１０ ５億円となる。

○上水道

管種管径の区分別に試算し、４０年間の整備費用総額は３８１ ３億円で、 年当たりで約９ ５

億円が見込まれ、２０３１年から２０４１年に更新時期が集中しており、２０３９年のピークには

更新年数 単価
道路 一般道路 １５年～３０年 ４,７００円／㎡

ＰＣ橋 ４２５千円／㎡
鋼橋 ５００千円／㎡
その他 ４４８千円／㎡
導水管・送水管（300㎜未満） １００千円／ｍ
配水管（～150㎜以下） ９７千円／ｍ
配水管（～200㎜以下） １００千円／ｍ

下水道 ５０年 １２４千円／ｍ

道路

橋梁

上水道

６０年

４０年
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約３０億円が必要となる試算結果となった。

○下水道

４０年間の整備費用総額は３２１ ３億円で、１年当たりで約８ ０億円と推計される。

２０２９年度に更新時期を迎え、徐々に年度当たりの更新費用が増加する傾向にあり、２０４６年

度以降には、年間２５億円以上の試算結果となっている。

○インフラ全体

道路、橋梁、上水道、下水道のインフラの更新シミュレーションを合計したもの。

４０年間の整備費用総額は１ １２１ ８億円で、１年当たりで約２８ ０億円と推計される。
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（３）更新シミュレーション（公共施設 インフラ）

公共施設（シミュレーション１）とインフラの推計結果を整理すると、一般会計に係るもの（公

共施設・道路・橋梁）が４０年間で必要とされる更新費用の総額は９１１億円で、 年当たりでは

２２ ８億円と推計される。

長期財政見通しの投資的経費は２０２０年度以降約５億円で、その差額が１７ ８億円となる。

さらに、一般会計以外（上水道・下水道）の４０年間の更新費用総額７０２ ６億円、 年当た

り１７ ５億円を加えると、合計で４０ ３億円と推計される。
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５ 公共施設等の課題

① 人口構造の変化による施設保有量への影響

当市の人口は１９９５年頃をピークに減少傾向にあり、２０４０年には３３ ０９５人と予測さ

れている。高齢者人口は２０２０年以降には減少に転じるものの、生産年齢人口及び年少人口がこ

れを上回る減少率であるため、高齢化率が上昇する傾向にある。

公共施設建築のピークを過ぎた２０００年の人口構成と２０４０年を比較すると、年少人口は

１４ ８％から１０ ４％に、生産年齢人口は６８ １％から５３ １％にそれぞれ減少することが予

測される。

こうした人口減少や人口構成の変化により、これまで整備してきた公共施設の保有量と、今後の

需要量のバランスが崩れることが予想され、公共施設の維持運営に及ぼす影響は少なくない。

生産年齢人口の減少による税収の減少、高齢者の増加に伴う社会保障費の増加等、将来的に財政

状況は更に厳しくなると見込まれることから、歳出の削減や行政運営の効率化等を進めるなかで、

投資的経費は限定的となることが想定される。このため、現在保有している公共施設すべての改修

や更新にかかる経費の確保が困難と見込まれることから、人口推計も踏まえ必要な公共施設の総量

を設定し取組みを進めることが求められる。

② 施設等の老朽化の進行

公共施設は築３０年以上、あるいはまもなく築３０年を迎えるものが多く、２０１４年度の時点

で５７％が築３０年以上を経過している。さらに１０年後の２０２４年度には７９％が３０年以上

となることから、年々老朽化が進行している状況にあり、徐々に大規模改修、更新の時期を迎えつ

つあるため対策が急務である。
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改修・更新費用の推計結果からは財源不足が見込まれることから、施設の履歴や質の状態等を

総体的に捉え、長寿命化による費用の抑制や、施設の優先順位を設定した計画的な改修更新を検討

する必要がある。

上下水道施設のうち、１９９０年代に整備された管路は全体の過半数を占めており、上水道は２

０３０年以降、下水道については２０４０年以降に順次更新時期を迎えることとなり、長寿命化へ

の取組みや、計画的な更新の検討が必要である。

③ 施設の維持管理コスト（上下水道施設を除く）

維持管理費の総額は４億２ ３２７万円で、このうち光熱水費の割合が高くなっており、今後も

増加が見込まれることから、省エネルギー対応設備への更新等の対策を講じる必要がある。

当市の公共施設の特徴として、施設用地として土地を借上げている施設が多く、コストに占める

借地料の割合が比較的高いことが挙げられる。使用料及び賃借料の６ ２４７万円のうち４ ７７９

万円が土地の賃借料で、借地を利用している施設のあり方を検討していく余地がある。

また、指定管理者制度等の民間活力の導入は一部の用途・施設に限られているため、今後は維持

管理運営への更なる民間活力の導入など、コスト縮減へ向けた多様な方策が必要である。

④ 総コストと使用料収入

主な施設における総コスト 臨時経費除く に対すると使用料収入の割合を比較したところ、大部

分の施設は１割にも満たない状況である。使用料収入は維持管理費の財源であり、将来の財政状況

を考慮すれば、この収入を適正に確保することが、今後重要になると考えられる。

施設の使用料免除制度により使用料収入が極めて少ない施設や、類似する施設でありながら均衡

を欠く料金設定がされている施設、また、無料施設があるなど、施設の使用料金のあり方、受益者

負担のあり方を見直すなど、新たな料金体制の構築が必要である。

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上
年～

年未満

年～

年未満

年～

年未満年以上

年～

年未満

年～

年未満

年～

年未満

年未満

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上年以上

年～

年未満

年未満

年未満年未満

５７％ ７９％

２０１４

年度
２０２４

年度

◇築年別延床面積割合の将来予測

年以上
年～

年未満

年～年～

年未満年未満年未満

年～年～

年未満

７９

２０２４

年度



17 

上下水道については、一般会計からの補助金及び繰入金によって歳入不足が補填されており、独

立採算制の原則や受益者負担の観点から、適切な使用料金に設定により、自立した財政運営が望ま

れる。

⑤ 施設の利用状況

公共施設は時代や社会の要請、市民ニーズに応じ、行政サービスの分野ごとに住民サービスの拠

点として整備されている。しかしながら、市民利用系の公共施設の稼働率は、３０％前後の施設が

大半を占めるものの、１０％に満たない施設もあり、総体的には有効に活用されていない状況にあ

る。

人口構造の変化や、社会情勢、市民ニーズなど公共施設に求められる役割は、時代の経過ととも

に変化しつつあり、施設の現状や稼働率の低さの原因について調査・分析を行い、サービスの内容

や必要性、提供方法などの視点から、そのあり方の検討を進める必要がある。
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１ 対象施設等 

この計画は、次の表に示す公共施設やこれに付随する土地、インフラ施設、その他の公有財産等を

対象とします。 

 

 

  

施設数 施設名

コミュニティ関連施設 11

霞ヶ浦公民館、千代田公民館、下大津地区公民館、美並地区公民館、

牛渡地区公民館、佐賀地区公民館、安飾地区公民館、志士庫地区第１公民館、

志士庫地区第２公民館、働く女性の家、大塚ふれあいセンター

図書館 2 図書館、図書館千代田分館

資料館 2 郷土資料館、富士見塚古墳公園

体育館・スポーツ施設 6
体育センター、わかぐり運動公園、多目的運動広場、戸沢公園運動広場、

第１常陸野公園、千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター

農村公園 15
松本、西成井、柏崎、南野原、三ツ木、宍倉、深谷、大平、崎浜、赤塚、

田伏、堂山、牛渡上郷、神立住宅、東宝ランド

観光系施設 観光施設 12

水族館、歩崎公園、歩崎森林公園、雪入りふれあいの里公園、三ツ石森林公園、

あゆみ庵、民家園、生産物直売所、活性化センター生産物直売所、

農村環境改善センター、歩崎公園ビジターセンター、艇格納庫

小学校 13
下大津、美並、牛渡、佐賀、安飾、志士庫、宍倉、志筑、新治、七会、上佐谷、

下稲吉、下稲吉東

中学校 3 霞ヶ浦、千代田、下稲吉

 保健 2 霞ヶ浦保健センター、千代田保健センター

 社会福祉 3 あじさい館、地域福祉センターやまゆり館、勤労青少年ホーム

 高齢福祉 2 霞ヶ浦高齢者センター、千代田高齢者センター

 保育所 4 第一保育所、やまゆり保育所、さくら保育所、わかぐり保育所

 児童館 3 大塚児童館（大塚ふれあいセンター）、稲吉児童館、新治児童館

 庁舎 2 千代田庁舎、霞ヶ浦庁舎

 出張所 1 中央出張所（働く女性の家）

 消防署 2 消防本部（西消防署）、東消防署

 消防団施設 17 消防詰所

公園施設  都市公園等 6
逆西第一児童公園、稲吉ふれあい公園、大塚ファミリー公園、桜塚公園、

第２常陸野公園、フルーツ公園通り

実延長 1,443,482ｍ、道路面積5,293,341㎡

実延長 2,445ｍ（165本：RC橋 97本・PC橋 52本・鋼橋 10本・その他 6本）

25 上水道施設（取水場、浄水場、配水場）

管路延長 411,844ｍ（導水 6,116ｍ、送水 10,510ｍ、配水395,218ｍ）

3 志戸崎・田伏地区処理施設、逆西中継ポンプ場、清水入ポンプ場

管路延長　 182,137ｍ

8 柏崎、大和田、深谷、土田、志筑、上稲吉、新治、千代田東部

 管路延長　124,806ｍ

5 教職員住宅、旧歯科診療所、旧千代田町立第５保育所、旧宍倉出張所、旧北中学校

その他の公有財産
その他

児童福祉施設

市民文化・

社会教育施設

分類

スポーツレクリ

エーション施設

学校教育系施設

保健・福祉施設

橋梁

道路（市道）

行政施設

下水道施設

上水道施設

下水道

農業集落排水

第２章 公共施設等マネジメント計画 
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２ 計画期間

公共施設等の耐用年数が長期であることから、中長期的な視点から取組みを進めることが重要とな

るため、この計画では、大規模改修や更新のサイクルとなる３０年間（２０１５度から２０４４年度）

を見通した基本理念と基本方針を掲げることとします。

さらに、当初の１０年間を第Ⅰ期（２０１５年度～２０２４年度）、その後１０年ごとに第Ⅱ期（２

０２５年度～２０３４年度）、第Ⅲ期（２０３５年度～２０４４年度）を基本計画の期間として、そ

れぞれ基本的な方向性を取りまとめることとし、第Ⅰ期、第Ⅱ期の最終年度には推進状況や社会情勢

に応じて、この計画の見直しを行います。

実行計画については、分野別地域別の視点から具体的な取組みとしてその策定を行い、取組みを進

めます。
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３ 計画の方針

（１）計画の概要

まず、計画の基本的な理念を掲げ、その方向性を示す「基本方針」を掲げることとします。さらに、

この基本方針ごとに取組みの手法や視点を内容とする「取組み方針」を定めます。

（２）基本理念

今後の人口減少等による公共施設等の需給バランスの変化に対応するとともに、地域の実情にあっ

た将来のまちづくりを進めるために、この計画では『まちの魅力や市民生活の質が高まる施設へ』を

基本理念に掲げ、さらに、「質」・「量」・「コスト」の視点から、次の３つを公共施設の目指す姿とし

ます。

◆ より多くの市民が快適に利用できる施設

◆ 適正な規模と配置で整備されている施設

◆ 効率的・効果的に管理運営されている施設
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（３）基本方針（４項目）

基本理念に掲げた目指す姿の実現に向けた総合的かつ長期的な方向性として、公共施設等マネジ

メントの基本方針を定めます。

（４）取組み方針（１３項目）

基本方針（４項目）ごとにその具体的な取組みとして、取組み方針（１３項目）を定めます。

この取組み方針の推進にあたっては、市民に対する説明と情報提供のため、説明会や懇談会等を

開催し、広く市民の意見を聴き、市民と連携しながら取組みを進めます。

● 総量縮減と機能複合化

① 施設総量の縮減

施設の質的状況や利用状況、地域性や施設の必要性等を見極め、施設の廃止・統合等に取り組む

とともに、既存施設の効果的な活用による新規整備の抑制により、施設総量の適正な数値目標を定

め、施設総量の縮減を図ります。

現在提供されている施設サービスは、稼働率の低さにも表れているように、周辺環境の変化等に

より市民ニーズから乖離した施設も少なくありません。施設の設置目的の再確認、稼働率、維持管

理コスト、質的な状態等包括的な視点から、統合や廃止の検討を進めます。

総量縮減については、人口のピークであった１９９５年度の人口４５ ２８８人と２０４０年度

の人口推計３３ ０９５人の比較を目安とし延床面積の縮減を目指します。

② 機能複合化の推進

これまでの公共施設は目的ごとに設置され、その多くは独立した建物となっていましたが、今後
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は、施設の大規模修繕や更新に併せ目的の異なる施設の集約を進めます。ひとつの施設に複数の機

能を持たせる機能複合化を推進することにより、効率的な維持管理による経費縮減を目指します。

これにより、稼働率の向上や、利用者の利便性や利用環境の向上も期待されます。 

 

● まちづくりとの連動 

① 機能的なまちづくり 

  市の土地利用構想では、地域の特性を共有する地域のまとまりとして「ゾーン」を設定し、それ 

ぞれのもつ地域資源の可能性を活かしたバランスのとれたまちづくりを目指すとともに、これまで

につながりのなかった地域や資源の特性を生かした役割分担として、地域資源や公共施設の集積ポ

イントごとに「拠点」を設定しています。 

  こうしたまちづくりの方向性と連動して、施設の再編やインフラ整備を進めることにより、機能

的なまちづくりの形成を目指します。 

② サービス水準等の検討 

  公共施設ごとに提供している行政サービスについて、今後のニーズの変化等を見通し、その内容

や水準、必要性を検討します。また、そのサービスが公共施設を維持しなければ提供できないもの

かなど、公共施設とサービスや事業の関係について検証を行います。 

③ 利用環境の向上 

  公共施設に対する市民ニーズを集約し、既成の考え方に捉われることなく、市民生活に身近なも

のとなるよう、施設のあり方の検討を進めます。 

  主にコミュニティ関連施設を中心に、施設の機能やこれに関連した事業内容について、有効的な

利用に繋がるよう、その環境の向上に努めます。 

④ 広域的な連携 

  公共施設を市のエリアだけでなく、広域的な連携も視野に入れた検討を進めます。これまで各自

治体ごとに整備していたものも、種類によっては近隣の自治体と利用し合うことが可能な施設もあ

り、これにより相互に機能が補完され、市民サービスの向上とコスト縮減の効果が期待されます。 

  また、生活スタイルの変化や通勤、通学等により生活圏が広域化し、施設サービスを利用したい

時間と場所の変化が考えられるため、この点からも広域的な視点は重要であり、市民ニーズや利用

実態を踏まえて検討を進めます。 

 

● 施設保全の適正化 

① 予防保全 

長寿命化に向け、これまで行ってきた事後保全から予防保全の手法を取り入れ、改修台帳の整備

や改修計画を作成し計画的に取り組み、財政負担の軽減と平準化を目指します。 

公共施設やインフラを長期間有効活用するためには、常に良好な状態を維持する必要があり、施

設点検マニュアルを作成し、適切な保全の継続に努めます。特にインフラについては、市民生活に

密着したものであり、安定した供給や安全の確保が求められるため、この手法による保全管理を進

めます。 

また、すべての施設を対象とするのではなく、施設の状況を包括的に判断し、優先順位を付け長

寿命化への対応を進めます。 
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② 安心安全の確保 

  公共施設利用者の安心安全の確保は重要であり、日常の点検はもとより、定期的な点検・診断を

行うことにより、良好な施設環境の維持に努めます。 

  また、施設の更新改修にあたっては、利用者の安全や利用しやすい環境を確保するため、ユニバ

ーサルデザインに配慮した施設を目指します。 

学校施設については、２０１６年度で耐震化が完了するところですが、旧耐震基準で耐震補強の

必要な施設については、利用者の安全確保だけでなく、災害時における拠点としての機能確保の観

点からも、重要性緊急性を考慮し、施設の統合や廃止、複合化も含めて検討しながら耐震化を進め

ます。 

 

● 効率的・効果的な管理運営 

① 適切な受益者負担 

  施設使用料はその維持管理コストの財源となるところですが、市民利用型の施設（コミュニティ

施設・体育施設）では、施設使用料の収入が極めて低い状況にあり、稼働率の低さや、使用料免除

制度に基づく利用割合の多いことがその要因となっています。 

施設の利用者、未利用者の公平性と、提供したサービスに対する収入確保を目的に、適切な受益

者負担を原則とした施設使用料の料金体系を確立し、施設利用者に対し相応の負担を求めることと

します。 

② 財源の確保 

  長期財政見通しからは今後の厳しい財政運営が見込まれるため、公共施設の更新シミュレーショ 

ンを踏まえ、公共施設の維持更新に必要な財源確保を目的とした基金を創設し、計画的な運用を行

います。 

また、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の除却における、地方債特例措置の活用など、

利用可能な制度を有効に活用します。 

③ 財産の処分と活用 

施設の統廃合により不用となった土地建物については、売却処分や他用途へ転換するなどの対応

を進めます。 

また、未利用資産についても、将来利用する見込みの有無を判断するなどしたうえで、効果的な

手法を取り入れ積極的に売却等により処分し、さらには、市が保有する資産等を広告媒体として提

供するなど、土地や施設等を貸し付けにより、資産の有効活用に努めます。 

④ 民間活力の導入 

  公共施設等の維持管理や更新においては、民間の技術やノウハウ、資金等を活用することが有効

であり、ＰＰＰの積極的な活用を検討します。 

 ＰＰＰは「パブリック・プライベート・パートナーシップ」の略で、官民連携と訳され、公共施

設の建設、維持管理及び運営などに民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主

導で行うことにより、効率的な公共サービスの提供を図るものです。 

  ＰＦＩや指定管理者制度がその代表的な手法であり、公共施設の維持管理等に導入可能か検討を 

進めます。 

⑤ 維持管理コストの縮減 
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  維持管理費のうち高熱水費の占める割合が最も高く、今後もその額は増加することが予想されま

す。施設更新や大規模改修に併せ省エネルギーに対応した設備等への更新をするとともに、現状の

施設における光熱水費についてもコスト縮減に向け対策を講じます。 

また、道路や上下水道などのインフラ施設についても、適切な工法の採用などにより、コスト縮

減を図ります。 

施設用地を借上げている施設は、土地借上げ料により維持管理費が高額となっており、借上げ料

の見直しや、稼働率や市民ニーズなどの状況からその必要性の検討を進めます。 
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１ 施設分類別の現状 
（１） 市民文化・社会教育施設

（１）－１コミュニティ施設

① 施設状況

・公民館９施設、外２施設の計１１施設があり総延床面積は７ ５８６㎡である。

・千代田公民館の敷地は８６％が借地である。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ８施設

①霞ヶ浦公民館（あじさい館）
③下大津地区公民館

④美並地区公民館（霞ヶ浦公民館に併設）

⑤牛渡地区公民館
⑥佐賀地区公民館 （農村環境改善センター）

⑦安飾地区公民館
⑧志士庫地区第１公民館

⑨志士庫地区第２公民館

【千代田地区】 ３施設

②千代田公民館
⑩働く女性の家

⑪大塚ふれあいセンター

⑧

②

⑪
⑩

⑦⑨

①④
③

⑤
⑥

市の設置義務 任意

設置可能主体 市町村、一般社団法人、一般財団法人

市の設置義務 任意

設置可能主体 地方公共団体

市の設置義務 任意

設置可能主体 ―

市総合計画における

主な関連施策

働く女性の家

関係法律における

位置付け

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

市総合計画における

主な関連施策

関係法律における

位置付け

社会教育法

市総合計画における

主な関連施策

・生涯学習の充実（生涯学習施設の整備充実）

　　　　　　　　（地区公民館活動と地域活性化運動）

・市民活動の推進（コミュニティづくり）

拠点公民館、地

区公民館

・商工業の振興（就労環境の整備）

・男女共同参画の推進（社会参画への支援）

大塚ふれあい

センター

関係法律における

位置付け

―

・市民活動の推進（コミュニティづくり）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

霞ヶ浦公民館 深谷3719番地1 複合 所有

千代田公民館 上佐谷991番地5 複合 所有 一部借上

下大津地区公民館 加茂4472番地 単独 所有 所有

美並地区公民館 深谷3719番地1 複合 所有

牛渡地区公民館 牛渡2862番地3 単独 所有 所有

佐賀地区公民館 坂934番地1 複合 所有

安飾地区公民館 安食1075番地1 単独 所有 所有

志士庫地区第１公民館 宍倉3622番地4 単独 所有 所有

志士庫地区第２公民館 西成井85番地 併設 所有 借上

働く女性の家 稲吉三丁目15番67号 複合 所有 所有

大塚ふれあいセンター 下稲吉1868番地22　（１階） 複合 所有 所有

合計

第３章 施設分類別の現状と方向性 
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② 建物状況

・築３０年を過ぎた施設や間もなく３０年を迎える施設が多く、老朽化への対応が必要である。

③ 利用状況

ア 年間利用者数

・霞ヶ浦公民館の利用者が最も多く年間３２ ６２７人で、次いで働く女性の家３０ ４７７人、千

代田公民館の１４ ６４３人、大塚ふれあいセンターの８ ９１２人である。

・その他の施設は極めて利用者が少なく、下大津地区公民館が最も少なく４６６人である。

イ 年間利用件数

・働く女性の家が８ ９７６件と最多で、このうち約６ ６９９件がトレーニングとなっている。

次いで霞ヶ浦公民館の１ ８１７件である。

ウ 施設稼働率

・最も稼働率の高いのは、働く女性の家の３５ ０％で大塚ふれあいセンターの２２ ９％で、次い

で、千代田公民館の２０ ３％、霞ヶ浦公民館の１３ ５％である。

・その他の施設は極めて利用者が少なく、最も稼働率の低い下大津地区公民館並びに安飾地区公民

館は０ ９％である。

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・コストは全体で９ ３８３万円、人件費が２ ８５９万円、減価償却費が３ ００５万円である。

・千代田公民館が最もコストが高く２ ７２７万円である。

イ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費の総額は３ ２６６万円で、千代田公民館が最も高く１ ２２８万円、次いで霞ヶ浦公

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

霞ヶ浦公民館 RC造 ● ● ● ● ● × × ×
千代田公民館 RC造 実施済 不要 ● × ● ● ● × × × ×
下大津地区公民館 W造 未実施 未実施 ● × × × × × × ×
美並地区公民館 RC造 ● ● ● ● ● × × ×
牛渡地区公民館 RC造 ● × × × × × × ×
佐賀地区公民館 RC造 ● × × × × × × × ×
安飾地区公民館 RC造 ● × × × × × × ×
志士庫地区第１公民館 W造 ● × × × × × × ×
志士庫地区第２公民館 W造 未実施 未実施 ● × × × × × × ×
働く女性の家 RC造 ● × ● ● ● ● × × ×
大塚ふれあいセンター RC造 ● ● × ×

建物状況 耐震性
施設名

機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
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民館が１ ０００万円、働く女性の家が６４８万円である。

・千代田公民館は敷地のうち約１２ ０００㎡が借地のため、この賃借料が含まれている。

ウ 総コストに対する収入の割合（臨時経費除く）

・収入額は総額４６万円で、総コストの０ ４９％である。

⑤ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

（１）－２図書館

① 施設状況

・図書館本館と千代田分館の２施設があり、総延床面積は１ ８１１ ０４㎡である。

・図書館本館はあじさい館内に、千代田分館は千代田公民館内に設置されており、いずれも複合施

設として整備されている。

② 建物状況

・千代田分館は３０年以上を経過しており、老朽化への対策が必要である。

③ 利用状況

・年間の入館者数は、図書館本館が４２ ９８０人である

・年間の貸出者数は、図書館本館が２２ ０１９人、千代田分館が１ ７３５人である

・年間貸出図書数は、図書館本館が８１ ８２０冊、千代田分館が５ ６６８冊である

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

①図書館本館（あじさい館内）

【千代田地区】 １施設

②図書館千代田分館（千代田公民館内）

②

①

市の設置義務 任意

市総合計画における

主な関連施策

図書館

関係法律における

位置付け

社会教育法、図書館法

設置可能主体

・生涯学習の充実（生涯学習施設の整備充実）

地方公共団体、日本赤十字社、一般社団法人、

一般財団法人

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

図書館本館 深谷3719番地1 複合 所有

図書館千代田分館 上佐谷991番地5 複合 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

図書館 RC造 ● ● ● ● ● × × ×

図書館千代田分館 RC造 実施済 不要 ● ● ● ● ● × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名
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④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・総コストは５ ９５９万円で、このうち人件費が２ ３５０万円である。

イ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費の総額は１ ２３５万円で、このうち約７割を光熱水費が占めている。

⑤ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

（１）－３資料館

① 施設状況

・両施設とも単独施設として整備されている。

・富士見塚古墳公園は、用地の一部に借上げている土地がある。

② 建物状況

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ２施設

①郷土資料館

②富士見塚古墳公園

②

①

市の設置義務 任意

設置可能主体 地方公共団体

(文化財保護法)
関係法律における

位置付け

市総合計画における

主な関連施策

・地域文化の継承と創造（文化財などの継承と保護、活用）（ふるさと教育の推進）

・観光の振興（観光資源の活用）

資料館

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

郷土資料館 坂1029番地1 単独 所有 所有

富士見塚古墳公園 柏崎1555番地3 単独 所有 一部借上

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

郷土資料館 RC造 ● × × ● × × × × ×

富士見塚古墳公園 W造 ● × × × × × × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名
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・郷土資料館はまもなく築３０年を迎え、近い将来、老朽化への対応が求められる。

③ 利用状況

・年間利用者数は、郷土資料館が１０ ６５８人、富士見塚古墳公園が６ ５４１人である。

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・総コストは３ ８６３万円で、このうち約４割を人件費が占めている。

イ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費の総額は９１３万円である。

・富士見塚古墳公園は６１１万円で、このうち施設管理委託の経費が４９５万円となっている。

ウ 総コストに対する収入の割合（臨時経費除く）

・郷土資料館の収入額は１３６万円で、総コストの５ ２％である。

・富士見塚古墳公園は料金を徴収していない。

⑤運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

（２） スポーツ・レクリエーション施設

（２）－１スポーツ施設

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ３施設

①体育センター

③多目的運動広場

④戸沢公園運動広場

【千代田地区】 ３施設

②わかぐり運動公園
⑤第１常陸野公園

⑥千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター

④

⑤
⑥

②

③①

市の設置義務 努力義務

設置可能主体 国、地方公共団体

関係法律における

位置付け

スポーツ基本法

市総合計画における

主な関連施策

体育館、スポー

ツ施設
・生涯学習の充実（スポーツ・レクリエーション活動の推進）

                （スポーツ・レクリエーション施設の利用促進）

・健康づくりの推進（健康増進）
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① 施設状況

・敷地面積は全体で２３６ ２０５ １１㎡あり、このうち約７５％が借地となっている。

② 建物状況

ア建物状況

・築３０年を経過した施設、間もなく３０年を迎える施設がほとんどであり、老朽化への対策が必

要である。

イ 施設構成

・多目的運動広場、第１常陸野公園、わかぐり運動公園には、それぞれテニスコート４面を有して

おり、夜間照明も設置されている。このほか多目的なグラウンドが設置されている。

・体育センター、千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター、わかぐり運動公園には体育館が設置されている。

・第 常陸野公園専用野球場、多目的運動広場の多目的広場に、夜間照明が設置されている。

・千代田Ｂ＆Ｇ海洋センターには、プールが設置されている。

③ 利用状況

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・コストは全体で１億１ ２５９万円、このうち維持管理費が６９％を占めている。

・わかぐり運動公園が最もコストが高く２ ７９６万円で、最も低いのは戸沢公園運動広場の６９

３万円である。

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

体育センター 深谷3682番地1 単独 所有 借上

わかぐり運動公園 新治1813番地2 単独 所有 借上

多目的運動広場 深谷3384番地1 単独 所有 借上

戸沢公園運動広場 宍倉3604番地1 単独 一部借上

第１常陸野公園 中佐谷1250番地 併設 所有 一部借上

千代田Ｂ&Ｇ海洋センター 中佐谷1252番地8 単独 所有 一部借上

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

体育センター S造 ● ● ● × × × ▲ ×

わかぐり運動公園 S造 ● ● ● × × × ● ×

多目的運動広場 S造 ● ● ● × × × × ×

戸沢公園運動広場 × × × × × × ×

第１常陸野公園 RC造 未実施 未実施 ● ● ● × × × × ×

千代田Ｂ&Ｇ海洋センター S造 ● × ● × ● × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名

施設名 年間利用者数 年間利用件数 施設稼働率

体育センター

わかぐり運動公園

多目的運動広場

戸沢公園運動広場

第１常陸野公園

千代田B&G海洋センター
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イ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費の総額は７ ７８１万円で、多目的運動広場が最も高く２ ３８４万円、次いでわかぐ

り運動公園が１ ９２２万円、第１常陸野公園が１ ８０４万円である。

・維持管理費のうち委託料が４ ５３９万円、土地借上げ料が１ ８３３万円となっている。

ウ 総コストに対する収入の割合（臨時経費除く）

・収入額は総額５２０万円で、総コストの４ ６％である。

・最も収入割合の高い施設はわかぐり運動公園の７ ６％で、最も低い施設は戸沢公園運動広場で

０ ５％である。

⑤ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が包括委託となっている。

（２）－２農村公園

① 施設状況

・農村公園は１５か所あり、すべて霞ヶ浦地区に設置されている。

② コスト状況

・農村公園の総コストは５０万円で、大部分が運営補助金である。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １５施設

①松本農村公園 ⑨崎浜農村公園

②西成井農村公園 ⑩赤塚農村園

③柏崎農村公園 ⑪田伏農村公園

④南野原農村公園 ⑫堂山農村公園

⑤三ツ木農村公園 ⑬牛渡上郷農村公園

⑥宍倉農村公園 ⑭神立住宅農村公園
⑦深谷農村公園 ⑮東宝ランド農村公園

⑧大平農村公園

②

①

③

④
⑥

⑧
⑦

⑤

⑨
⑩

⑪

⑫

⑬

⑮
⑭

市の設置義務 努力目標

設置可能主体 国、地方公共団体農村公園

市総合計画における

主な関連施策

・快適な住環境の整備（公園・緑地の整備）

関係法律における

位置付け

（食料・農業・農村基本法）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

松本農村公園 加茂2380番地 単独 その他

西成井農村公園 西成井85番地 単独 その他

柏崎農村公園 柏崎936番地1 単独 所有

南野原農村公園 宍倉6199番地17 単独 その他

三ツ木農村公園 三ツ木490番地 単独 その他

宍倉農村公園 宍倉1647番地2 単独 所有

深谷農村公園 深谷1397番地1 単独 その他

大平農村公園 坂4487番地 単独 その他

崎浜農村公園 加茂487番地 単独 その他

赤塚農村公園 加茂3590番地1 単独 その他

田伏農村公園 田伏3838番地1 単独 所有

堂山農村公園 宍倉223番地 単独 その他

牛渡上郷農村公園 牛渡5264番地1 単独 その他

神立住宅農村公園 宍倉6147番地293 単独 所有

東宝ランド農村公園 宍倉6147番地88 単独 所有

合計
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（３）観光系施設

① 施設状況

・観光系施設は１２施設あり、総延床面積は４ ０４０ ８５㎡である。

・敷地面積は３６８ ７３８ ５１㎡で、総延床面積の９１倍の面積となっている。

・活性化センター生産物直売所、艇格納庫は敷地のすべてを借上げ、歩崎森林公園、あゆみ庵、農

村環境改善センターは一部借上げである。

・生産物直売所は同一敷地内に新規施設が開設予定で、取り壊しが予定されている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １０施設

①水族館 ⑪歩崎公園ビジターセンター
②歩崎公園 ⑫艇格納庫

③歩崎森林公園

⑥あゆみ庵
⑦民家園

⑧生産物直売所

⑨活性化センター生産物直売所

⑩農村環境改善センター

①②

⑧
⑪

④
⑤

⑨

⑫

③⑥

⑦⑩
【千代田地区】 ２施設

④雪入ふれあいの里公園
⑤三ツ石森林公園

市の設置義務 努力目標

設置可能主体 国、地方公共団体、住民、事業者等

市の設置義務 任意

設置可能主体 国、地方公共団体等、法人、個人

市総合計画における

主な関連施策

国定公園事業に

該当する施設

関係法律における

位置付け

自然公園法

・快適な住環境の整備（親水性を高めた水辺環境の整備）

　　　　　　　　　　（公園・緑地の整備）

観光施設

関係法律における

位置付け

（観光立国推進基本法）

市総合計画における

主な関連施策

・観光の振興（観光拠点の整備）

・地域文化の継承と創造（観光との連携）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数
水族館 坂910番地1 単独 所有 その他
歩崎公園 坂910番地1（代表地番） 併設 所有 その他
歩崎森林公園 坂1025番地3 単独 所有 一部所有
雪入ふれあいの里公園 雪入452番地1 単独 所有 所有
三ツ石森林公園 上佐谷307番地2 単独 所有 所有
あゆみ庵 坂888番地2 単独 所有 一部所有
民家園 坂890番地 単独 所有 所有
生産物直売所 坂4784番地 単独 所有 その他
活性化ｾﾝﾀｰ生産物直売所 宍倉6343番地2 単独 所有 借上
農村環境改善ｾﾝﾀｰ 坂934番地1 複合 所有 一部所有
歩崎公園ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ 坂1029番地1 単独 所有 所有
艇格納庫 坂2038番地 単独 所有 借上
合計
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② 建物状況

・築３０年を超える施設が２施設、２０年を超える施設が６施設となっており、大規模改修の時期

を迎えつつある。

③ 利用状況

ア 年間利用者数

・最も利用者の多い施設は水族館の３４ １９７人で、次いで雪入ふれありの里公園１０ ２８１人

となっている

イ 施設稼働率

・農村環境改善センター、歩崎公園ビジターセンターで、施設を貸し出しており、稼働率は、農村

環境改善センターが５ ９％、歩崎公園ビジターセンターが１０ ８％となっている。

④ コスト状況（臨時経費除く）

・コストは全体で１億２０９万円、このうち人件費が３５ ７％、維持管理費が３２ ７％を占めて

いる。

・雪入ふれあいの里公園が最もコストが高く２ ７３０万円で、次いで農村環改善センターの１

５８２万円、水族館の１ ４４２万円などとなっている。

・維持管理費の総額は３ ３４３万円で、雪入ふれあいの里公園が最も高く７０４万円、次いで歩

崎森林公園が５３８万円である。

⑤ 運営状況

・水族館、雪入ふれあいの里公園、三ツ石森林公園、生産物直売所、活性化センター生産物直売所、

については、指定管理者制度を導入している。

・あゆみ庵は包括委託で、他の施設は直営となっている。

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

水族館 S造 ● × ● × × × × ×

歩崎公園 RC造 ● ● × × ×

歩崎森林公園 W造 ● × × × × × ×

雪入ふれあいの里公園 W造 ● × × ● ● × × ×

三ツ石森林公園 W造 ● × × × ● × × ×

あゆみ庵 W造 ● × × × ×

民家園 W造 対象外 ● × × ×

生産物直売所 S造 ● × × × × × ×

活性化ｾﾝﾀｰ生産物直売所 W造 ● × × × × × ×

農村環境改善ｾﾝﾀｰ RC造 ● × × × × ● × × ×

歩崎公園ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ RC造 ● ● ● ● × × ×

艇格納庫 S造 ● × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名



34 

（４）学校教育系施設

（４）―１小学校

① 施設状況

・霞ヶ浦地区に７校、千代田地区に６校、合計で１３校の小学校が設置されている。

・総延床面積は４９ １３１ ２１㎡で、市の保有する施設で最も広い面積を有している。

② 建物状況

・耐震対策が必要な施設もあるが、小中学校適正規模化実施計画に沿った耐震改修が進められて

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ７校

①下大津小学校
②美並小学校

③牛渡小学校

④佐賀小学校
⑤安飾小学校

⑥志士庫小学校
⑦宍倉小学校

【千代田地区】 ６校

⑧志筑小学校
⑨新治小学校

⑩七会小学校

⑪上佐谷小学校

⑫下稲吉小学校

⑬下稲吉東小学校

⑥

⑧

⑫

⑩

⑤

⑦

②
①

③
④

⑪ ⑨

⑬

市の設置義務 必須

設置可能主体 国、地方公共団体、学校法人

市総合計画における

主な関連施策

小学校

関係法律における

位置付け

学校教育法

・教育の充実（教育環境の充実）

施設名
所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積 複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

下大津小学校 加茂4469番地 単独 所有 一部所有

美並小学校 深谷3660番地1 単独 所有 所有

牛渡小学校 牛渡2873番地 単独 所有 所有

佐賀小学校 坂2039番地1 単独 所有 一部所有

安飾小学校 安食2235番地 単独 所有 所有

志士庫小学校 宍倉1594番地 単独 所有 所有

宍倉小学校 宍倉5462番地 単独 所有 所有

志筑小学校 中志筑2112番地 単独 所有 所有

新治小学校 西野寺736番地 単独 所有 所有

七会小学校 上稲吉182番地2 単独 所有 所有

上佐谷小学校 上佐谷1837番地 単独 所有 所有

下稲吉小学校 下稲吉1623番地5 単独 一部借上 所有

下稲吉東小学校 下稲吉2286番地 単独 所有 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

下大津小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

美並小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

牛渡小学校 RC造 実施済 不要 ● × × × × × ×

佐賀小学校 RC造 実施済 不要 ● × × × × × ×

安飾小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

志士庫小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

宍倉小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

志筑小学校 RC造 ● ● ● ● × × ● ●

新治小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

七会小学校 RC造 実施済 不要 ● × × × × × ×

上佐谷小学校 RC造 実施済 未実施 ● × × × × × ×

下稲吉小学校 RC造 実施済 未実施 ● ● ● ● × × ● ●

下稲吉東小学校 RC造 実施済 実施済 ● × × × × ● ●

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名



35 

おり、これにより耐震改修が完了する予定となっている。

③ 利用状況

・下稲吉小学校、下稲吉東小学校の２校は他の学校に比べ児童数が多い。

・上佐谷小学校の児童数が最も少なく、４２名となっている。

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・小学校の総コストは２億８ ９１０万円で、下稲吉小学校、下稲吉東小学校の合計は全体の３割

近くを占めている。

・維持管理は総額で８ ２１１万円、このうち４ ８４９万円が光熱水費である。

イ 児童１人当たり総コスト

・児童１人当たりのコストの平均は１２ ７万円となっている。最もコストが低いのが下稲吉小学

校の６ ５万円、最も高いのが上佐谷小学校の３２ ６万円となっている。

学校名 下大津 美並 牛渡 佐賀 安飾 志士庫 宍倉 志筑 新治 七会 上佐谷 下稲吉 下稲吉東

児童数  （2014年4月1日現在）
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（４）－２中学校

① 施設状況

・霞ヶ浦地区に１校、千代田地区に２校、合計で３校の中学校が設置されている。

・総延床面積は２８ ７０９ ００㎡である。

・２０１４年４月に旧南中学校と旧北中学校が統合され、旧南中学校施設を使用した霞ヶ浦中学校

が開校した。

② 建物状況

・各中学校とも築年数が約３０年で、老朽化への対応が必要となっている。

・耐震対策は実施済みである。

③ 利用状況

④ コスト状況（臨時経費除く）

・中学校の総コストは１憶５ ８１９万円で、このうち８１％が減価償却費となっている。

・維持管理は総額で２ ７６０万円、このうち２ ０８２万円が光熱水費である。

・生徒１人あたりの総コストは、下稲吉中学校が最も低く８ ７万円で、最も高いのが千代田中学

校の３４ ８万円となっている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １校

①霞ヶ浦中学校

【千代田地区】 ２校

②千代田中学校

③下稲吉小学校

②

③

①

市の設置義務 必須

設置可能主体 国、地方公共団体、学校法人

市総合計画における

主な関連施策

中学校

関係法律における

位置付け

学校教育法

・教育の充実（教育環境の充実）

施設名
所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積 複合施設区分 建物保有状況 土地保有状況 駐車可能台数

霞ヶ浦中学校 深谷3398番地2 7,253.00㎡ 33,601.49㎡ 33,601.49㎡ 単独 所有 所有

千代田中学校 上佐谷990番地 7,374.00㎡ 44,137.19㎡ 44,137.19㎡ 単独 所有 所有

下稲吉中学校 下稲吉2273番地2 7,925.00㎡ 32,745.00㎡ 29,770.00㎡ 単独 所有 一部所有

合計 28,709.00㎡ 147,431.32㎡ 144,456.32㎡

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

霞ヶ浦中学校 RC造 ● × × × × ▲ ▲

千代田中学校 RC造 ● × × × × ● ×

下稲吉中学校 RC造 実施済 実施済 ● × × × × ▲ ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名

学校名 霞ヶ浦 千代田 下稲吉

生徒数 (2014年4月1日現在）
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（５）保健福祉系施設

（５）―１保健衛生施設

① 施設状況

・保健センターは霞ヶ浦地区、千代田地区に各１施設設置されており、施設規模は同等である。

② 建物状況

・両施設とも築３０年前後であり、老朽化への対応が必要である。

・身障者用トイレ、車いす用スロープ、自動ドア等、機能改善の対応がなされている。

③ 利用状況

ア 年間利用者数

・霞ヶ浦保健センターは２ ９４０人、千代田保健センターは３ ９２０人の利用者である。

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・保健センターの総コストは１ ５１７万円で、このうち７６９万円が減価償却費である。

・維持管理費は総額で５５２万円、このうち２９２万円が光熱水費である。

・霞ヶ浦保健センターが７９４万円、千代田保健センターが７２２万円で、同等のコストである。

⑤ 運営状況

・運営方法はすべての施設が直営となっている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

①霞ヶ浦保健センター

【千代田地区】 １施設

②千代田保健センター

②

①

市の設置義務 任意

設置可能主体 市町村保健センター

関係法律における

位置付け

地域保健法

市総合計画における

主な関連施策

・健康づくりの推進（保健の充実）

                  （健康増進）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

霞ヶ浦保健センター 深谷3671番地2 単独 所有 所有

千代田保健センター 上土田433番地2 単独 所有 一部借上

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

霞ヶ浦保健センター RC造 ● × ● ● ● × × × ×

千代田保健センター RC造 ● × ● ● ● × × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名
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（５）―２ 社会福祉施設

① 施設状況

・あじさい館は福祉館、公民館、図書館の複合施設として設置されている。

・勤労青少年ホームは、その敷地をすべて借用している。

② 建物状況

ア 建物状況

・勤労青少年ホームは築３０年を経過し、老朽化への対応が必要である。

イ 施設構成

・あじさい館（福祉館）には入浴施設が設置されており、屋外にはコミュニティ広場を有している。

・やまゆり館には子育てルーム、健康づくりコーナー、足湯コーナーが設置されている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

①あじさい館

（福祉館、霞ヶ浦公民館、図書館）

【千代田地区】 ２施設

②地域福祉センターやまゆり館
③勤労青少年ホーム

②

①

③

市の設置義務 ―

設置可能主体 ―

市の設置義務 努力義務

設置可能主体 地方公共団体

市総合計画における

主な関連施策

関係法律における

位置付け

―

市総合計画における

主な関連施策

勤労青少年ホー

ム

関係法律における

位置付け

勤労青少年福祉法

・商工業の振興（就労環境の整備）

あじさい館(福祉

館）、地域福祉

センターやまゆ

り館 ・地域福祉の推進（地域福祉施設の充実）

・次世代育成の支援（子育て支援の充実）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

あじさい館（福祉館） 深谷3719番地1 複合 所有 一部借上

地域福祉センターやまゆり館 下稲吉2423番地9 単独 所有 所有

勤労青少年ホーム 稲吉二丁目6番25号 単独 所有 借上

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

あじさい館（福祉館） RC造 ● ● ● ● ● × × ×

地域福祉センターやまゆり館 RC造 ● ● ● × ● ▲ ●

勤労青少年ホーム RC造 ● × ● ● × ● × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名
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③ 利用状況

ア 年間利用者数

・あじさい館（福祉館）は７６ ６０４人で、このうち６２ ８２９人が浴室利用者である。

・地域福祉センターやまゆり館は５２ １１２人で、このうち子育てルーム、健康づくりコーナ

ー、足湯コーナーの利用者が多い。

イ 施設稼働率

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・社会福祉施設の総コストは１億２ ２８２万円で、あじさい館（福祉館）が最も高く６ ９５２万

円である。

イ 維持管理費（臨時経費除く）

・あじさい館（福祉館）は３ ７３６万円で最も高く、浴室に係る燃料費、光熱水費、委託料等が

その要因となっている。

・勤労青少年ホームは敷地を借上げているため、維持管理費７９５万円のうち土地借上料が３１３

万円である。

ウ 総コストに対する収入の割合（臨時経費除く）

・最も高いのはあじさい館（福祉館）で８ ２％である。

・勤労青少年ホームは使用料を徴収していない。

⑤ 運営状況

・地域福祉センターやまゆり館は指定管理者制度を導入している。

・あじさい館（福祉館）、勤労青少年ホームは、直営となっている。
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（５） ３高齢者福祉施設

① 施設状況

② 建物状況

③ 利用状況

ア総コスト（臨時経費除く）

・高齢者センターの総コストは２６１万円である。

④ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

①霞ヶ浦高齢者センター

【千代田地区】 １施設

②千代田高齢者センター

②

①

市の設置義務 ―

設置可能主体 ―高齢者センター

関係法律における

位置付け

―

市総合計画における

主な関連施策

・地域福祉の推進（地域福祉施設の充実）

・高齢者福祉の充実（社会参加活動の促進）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

霞ヶ浦高齢者センター 深谷3384番地1 単独 所有 一部借上

千代田高齢者センター 中佐谷1205番地 単独 所有 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

霞ヶ浦高齢者センター W造 ● ● ● ● × × ×

千代田高齢者センター W造 ● ● ● ● × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名
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（５）－４保育所

① 施設状況

・さくら保育所の敷地はすべて借上げている。

② 建物状況

・すべての施設が新耐震基準により整備されている。

③ 利用状況

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・保育所全体の総コストは６億６ ０８１万円で、すべての施設で人件費の割合が大半を占めてい

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

①第一保育所

【千代田地区】 ３施設

②やまゆり保育所

③さくら保育所

④わかぐり保育所

④

②

①

③

市の設置義務 任意

設置可能主体 市町村、社会福祉法人等

市総合計画における

主な関連施策

保育所

関係法律における

位置付け

児童福祉法

・次世代育成の支援（保育サービスの充実）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

第一保育所 深谷3667番地 単独 所有 一部借上

やまゆり保育所 五反田298番地20 単独 所有 所有

さくら保育所 稲吉三丁目6番10号 単独 所有 借上

わかぐり保育所 下稲吉519番地2 単独 所有 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

第一保育所 RC造 ● ● × ×

やまゆり保育所 RC造 ● ● × ×

さくら保育所 RC造 ● ● × ×

わかぐり保育所 RC造 ● ● × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名

施設名 定員 入所者数 定員充足率

第一保育所

やまゆり保育所

さくら保育所

わかぐり保育所   （2014年3月1日現在）
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る。

イ 入所児童１人当たりの総コスト（臨時経費除く）

・入所児童１人当たりの総コスト平均額は１３６万円である。

ウ 維持管理費（臨時経費除く）

・保育所の維持管理費の総額は３ ５３５万円で、このうち燃料費、光熱水費が２ ３０１万円で

ある。

・さくら保育所が最も高く１ ３５８万円で、このうち敷地の借上げ料が６割を占めている。

エ 総コストに対する収入の割合（臨時経費除く）

・４施設の平均は１８ １％である。

・第一保育所は定員充足率が低いことから、収入の割合も低い傾向にある．

⑤ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

⑥ その他

・市内には私立の保育園、幼稚園が８か所ある。
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（５）－５児童館

① 施設状況

・児童館は３施設あり、すべて千代田地区に設置されている。

・大塚児童館は大塚ふれあいセンターとの複合施設として整備されている。

② 建物状況

・すべての施設が新耐震基準により整備されている。

③ 利用状況

④ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・児童館全体の総コストは４ ８４６万円で、すべての施設において人件費が大半を占めている。

国道354号【千代田地区】 ３施設

①大塚児童館（大塚ふれあいセンター）
②稲吉児童館

③新治児童館

③

①
②

市の設置義務 任意

設置可能主体 市町村、社会福祉法人等

市総合計画における

主な関連施策

児童館

関係法律における

位置付け

児童福祉法

・次世代育成の支援（子育て支援の充実）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

大塚児童館 下稲吉1868番地22　（２階） 複合 所有 所有

稲吉児童館 稲吉二丁目6番5号 単独 所有 一部借上

新治児童館 西野寺51番地1 単独 所有 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

大塚児童館 RC造 ● × ● × ×

稲吉児童館 W造 ● × × ×

新治児童館 S造 ● ● × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名

大塚児童館 稲吉児童館 新治児童館

年間利用者数
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イ 利用者１人当たりの総コスト（臨時経費除く）

・利用者１人当たりの総コストの平均額は８６５円である。

ウ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費の総額は４９０万円で、光熱水費が約４割を占める。

⑤ 運営状況

・運営方法は、すべての施設が直営となっている。

⑥ その他

・市内には私立の児童クラブが４か所ある。

（６）行政系施設

（６）－１ 庁舎・出張所

① 施設状況

・中央主張所は働く女性の家内に併設されている。

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

②霞ヶ浦庁舎

【千代田地区】 ２施設

①千代田庁舎
③中央出張所（働く女性の家）

①

②

③

市の設置義務 必須

設置可能主体 市

市総合計画における

主な関連施策

市の設置義務 任意

設置可能主体 市

市総合計画における

主な関連施策

事務所

関係法律における

位置付け

地方自治法

・行政サービスの向上

出張所

関係法律における

位置付け

地方自治法

・行政サービスの向上（窓口サービスの向上）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

千代田庁舎 上土田461番地 単独 所有 一部所有

霞ヶ浦庁舎 大和田562番地 単独 所有 所有

中央出張所 稲吉三丁目15番67号 複合 所有



45 

② 建物状況

・千代田庁舎は２０１３年度に耐震補強工事を実施した。

③ コスト状況（臨時経費除く）

ア 総コスト

・庁舎の総コストは２億６ ００６万円で、施設管理の職員に加え窓口職員の人件費を含んでおり

６割程度がこの経費である。

・維持管理費は、千代田庁舎が３ １５０万円、霞ヶ浦庁舎が１ １８９万円である。光熱水費およ

び施設管理に関する委託料が大部分である。

・出張所の総コストは３ ２９２万円で、ほとんどが人件費である。

（６）－２ 消防署

① 施設状況

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

千代田庁舎 RC造 実施済 実施済 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

霞ヶ浦庁舎 RC造 ● ● ● ● ● ● ● ●

中央出張所 RC造 ● × ● ● ● ● × × ×

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減
施設名

国道354号

【霞ヶ浦地区】 １施設

②東消防署

【千代田地区】 １施設

①西消防署（消防本部）

②

①

市の設置義務 必須（原則）

設置可能主体 市町村
消防本部、

消防署
・防犯・防災機能の充実（消防力の強化）（救急体制の充実）

                      （防災対策・体制の充実）

関係法律における

位置付け

消防組織法

市総合計画における

主な関連施策

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

消防本部（西消防署） 上土田501番地 単独 所有 借上

東消防署 宍倉2410番地6 単独 所有 一部借上

合計



46 

・千代田地区に消防本部（西消防署）が設置され、霞ヶ浦地区に東消防署が設置されている。

・消防本部（西消防署）の敷地はすべて借上げている。

② 建物状況

・両施設とも築３０年以上が経過しており、老朽化への対応が必要である。

③ コスト状況（臨時経費除く）

・消防署の総コストは３億５ ７７１万円である。

・維持管理費は消防本部（西消防署）が７３８万円、このうち１８０万円が土地の借上げ料となっ

ている。東消防署は２７１万円である。

（６）―３ 消防団詰所

① 施設状況

・消防団詰所の総延床面積は１ ０５４ ８６㎡である。

② 建物状況

・築２０年以上を経過している施設が大半を占めている。

③ コスト状況

ア 総コスト（臨時経費除く）

・消防団詰所全体の総コストは３９１万円である。

イ 維持管理費（臨時経費除く）

・維持管理費は全体で１３０万円、光熱水費が大部分を占めている。

（７）都市基盤系施設（都市公園等）

機能改善

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 機能改善
(アスベスト対策)

車いす用
ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用
ﾄｲﾚ

車いす用
ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり 点字ﾌﾞﾛｯｸ
自然ｴﾈ

太陽光発電

環境対応
設備

消防本部（西消防署） RC造 実施済 未実施 ● ● × ●
東消防署 RC造 実施済 未実施 ● × ×

建物状況 耐震性
施設名

機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減

市の設置義務 必須（原則）

設置可能主体 市町村
消防団施設

関係法律における

位置付け

消防組織法、

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

市総合計画における

主な関連施策

・防犯・防災機能の充実（消防力の強化）

                      （防災対策・体制の充実）

国道354号

【千代田地区】 ６施設

①逆西第一児童公園

②稲吉ふれあい公園

③大塚ファミリー公園

④桜塚公園

⑤第２常陸野公園

⑥フルーツ公園通り

④

⑤

①
③②

⑥
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① 施設状況

・都市公園等は６施設あり、総延床面積は９７ ５４㎡で、小規模の建物（トイレ等）が設置され

ている。

・逆西第一児童公園、大塚ファミリー公園は敷地すべて借上げである。第２常陸野公園は約６割の

敷地が借上げである。

② コスト状況（臨時経費除く）

・全体の総コストは２ ０４３万円で、このうち１ ４２７万円が維持管理費である。

・逆西第一児童公園、大塚ファミリー公園、第２常陸野公園の土地借上げ料は、合計８４１万円で

維持管理費の大半を占めている。

（８）上水道施設

市の設置義務 努力義務

設置可能主体 地方公共団体

市総合計画における

主な関連施策

市の設置義務 ―

設置可能主体 ―

市総合計画における

主な関連施策

下記以外

関係法律における

位置付け

都市計画法、都市公園法

・快適な住環境の整備（公園・緑地の整備）

第二常陸野公

園、フルーツ公

園通り

関係法律における

位置付け

―

・快適な住環境の整備（公園・緑地の整備）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

逆西第一児童公園 稲吉二丁目2613番地364 単独 借上
稲吉ふれあい公園 稲吉四丁目3683番地 単独 所有
大塚ファミリー公園 下稲吉1873番地3 単独 借上
桜塚公園 下稲吉2607番地72 単独 所有
第２常陸野公園 中佐谷671番地1 単独 一部所有
フルーツ公園通り 稲吉二丁目 単独 所有

合計

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ８施設

①第１取水場
②第２取水場

③第３取水場

④第４取水場
⑤第５取水場

⑥第６取水場

⑭霞ヶ浦浄水場

⑮霞ヶ浦第２浄水場

②

③④
⑥

⑤

㉕

①⑭

⑮

【千代田地区】 １７施設

⑦下稲吉第１号取水井
⑧下稲吉第２号取水井

⑨下稲吉第３号取水井

⑩志筑第３号取水井
⑪上稲吉第１号取水井

⑫上稲吉第２号取水井

⑬土田１号取水井

⑯下稲吉第１浄水場

⑰下稲吉第２浄水場

⑱志筑野寺浄水場

⑲上稲吉佐谷第１浄水場
⑳上稲吉佐谷第２浄水場

㉑土田浄水場

㉒下佐谷増圧及び配水場

㉓上佐谷増圧機場

㉔雪入高区配水場

㉕上佐谷北根増圧機場

㉒

⑨

㉓
㉔

⑫⑳

⑦⑯

⑩⑱

⑬㉑

⑪⑲

⑧⑰

市の設置義務 必須

設置可能主体 市町村（原則）

市総合計画における

主な関連施策

水道施設

関係法律における

位置付け

水道法

・快適な住環境の整備（上水道の整備）
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① 施設状況 

 

・取水場が１３施設、浄水・配水施設が１２施設である。 

② 建物状況 

 

・大部分が築３０年以上経過し、築５０年以上経過する施設もあり、老朽化への対応が必要となる。 

③ 管路状況 

  

施設名 所在地 延床面積 敷地面積 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況

第１取水場 西成井1928番地13 19.44 複合 所有 所有
第２取水場 大和田828番地2 22.74 248.76 248.76 単独 所有 所有
第３取水場 西成井1582番地2 5.60 33.00 33.00 単独 所有 所有
第４取水場 西成井1215番地2 5.60 26.00 26.00 単独 所有 所有
第５取水場 南根本32番地 22.74 70.00 0.00 単独 所有 借上
第６取水場 西成井2805番地4 31.35 147.32 147.32 単独 所有 所有
下稲吉第１号取水井 下稲吉1853番地3 7.82 52.38 52.38 単独 所有 所有
下稲吉第２号取水井（下稲吉第２浄水場内） 下稲吉2272番地2 複合 所有 所有
下稲吉第３号取水井 新治1769番地1 8.68 178.00 0.00 単独 所有 借上
志筑第３号取水井（志筑野寺浄水場内） 下志筑1537番地2 併設 所有 借上
上稲吉第１号取水井（上稲吉佐谷第１浄水場内） 上稲吉184番地3 4.00 併設 所有 所有
上稲吉第２号取水井（上稲吉佐谷第２浄水場内） 上稲吉1236番地2 複合 所有 借上
土田１号取水井（土田浄水場内） 下稲吉204番地3 複合 所有 所有
霞ヶ浦浄水場（水道事務所含む） 西成井1941番地1 1,222.37 11,196.21 11,196.21 複合 所有 所有
霞ヶ浦第２浄水場 西成井1928番地13 79.68 1,953.00 1,953.00 複合 所有 所有
下稲吉第１浄水場 下稲吉1751番地2 34.96 1,069.09 1,069.09 単独 所有 所有
下稲吉第２浄水場 下稲吉2272番地2 129.05 3,956.00 3,956.00 併設 所有 所有
志筑野寺浄水場 下志筑1537番地2 92.70 2,299.00 999.00 併設 所有 一部所有
上稲吉佐谷第１浄水場 上稲吉184番地3 38.90 673.00 673.00 併設 所有 所有
上稲吉佐谷第２浄水場 上稲吉1236番地2 113.61 1,545.00 386.00 併設 所有 一部所有
土田浄水場 下稲吉204番地3 91.53 1,979.00 1,979.00 併設 所有 所有
下佐谷増圧及び配水場 下佐谷363番地 49.00 683.00 0.00 単独 所有 借上
上佐谷増圧機場 上佐谷2465番地4 12.54 136.00 136.00 単独 所有 所有
雪入高区配水場 雪入226番地1 228.00 0.00 単独 所有 借上
上佐谷北根増圧機場 上佐谷514番地2 200.00 0.00 単独 所有 借上

合計 1,992.31 26,672.76 22,854.76

機能改善

建築年 築年数 構造 機能改善
(アスベスト対策)

自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

第１取水場 S42 47 CB造 ● × ×
第２取水場 S60 29 CB造 ● × ×
第３取水場 S47 42 CB造 ● × ×
第４取水場 S52 37 CB造 ● × ×
第５取水場 H1 25 CB造 ● × ×
第６取水場 H16 10 RC造 ● × ×
下稲吉第１号取水井 S49 40 CB造 ● × ×
下稲吉第２号取水井 S52 37 ● × ×
下稲吉第３号取水井 S57 32 CB造 ● × ×
志筑第３号取水井 ● × ×
上稲吉第１号取水井 S37 52 CB造 ● × ×
上稲吉第２号取水井 ● × ×
土田１号取水井 ● × ×
霞ヶ浦浄水場（水道事務所含む） S61 28 RC造 ● × ×
霞ヶ浦第２浄水場 S38 51 CB造 ● × ×
下稲吉第１浄水場 S45 44 RC造 ● × ×
下稲吉第２浄水場 S52 37 RC造 ● × ×
志筑野寺浄水場 S54 35 RC造 ● × ×
上稲吉佐谷第１浄水場 S37 52 RC造 ● × ×
上稲吉佐谷第２浄水場 S54 35 RC造 ● × ×
土田浄水場 S48 41 CB造 ● × ×
下佐谷増圧及び配水場 S55 34 CB造 ● × ×
上佐谷増圧機場 S55 34 CB造 ● × ×
雪入高区配水場 ● × ×
上佐谷北根増圧機場 ● × ×

建物状況 環境負荷低減
施設名

導水管 配水管
管径 延長(ｍ) 管径 延長(ｍ)

３００㎜未満 6,116.30 ５０㎜以下 62,939.50
７５㎜以下 112,671.92

送水管 １００㎜以下 82,870.47
管径 延長(ｍ) １２５㎜以下 1,107.90

３００㎜未満 10,510.00 １５０㎜以下 99,135.97
２００㎜以下 18,104.90
２５０㎜以下 13,878.23
３００㎜以下 112.60
４００㎜以下 4,396.90

合計 395,218.39
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（９）下水道施設

① 施設状況

・総延床面積は５ ３６９ ２１㎡である。

・建物、敷地ともにすべて市有である。

② 建物状況

③ 管路状況

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ５施設

①志戸崎・田伏地区特定環境保全
公共下水道排水処理施設

③清水入ポンプ場（公共）

④柏崎地区農業集落排水処理施設
⑤大和田地区農業集落排水処理施設

⑥深谷地区農業集落排水処理施設

【千代田地区】 ６施設

②逆西中継ポンプ場（公共）
⑦上土田地区農業集落排水処理施設

⑧志筑地区農業集落排水処理施設

⑨上稲吉地区農業集落排水処理施設

⑩新治地区農業集落排水処理施設

⑪千代田東部地区農業集落排水処理施設

⑧

⑨

④

③

⑥ ⑤
①

⑦
⑪

②

⑩

市の設置義務 努力義務

設置可能主体 市町村（原則）

市総合計画における

主な関連施策

市の設置義務 努力目標

設置可能主体 国、地方公共団体

市総合計画における

主な関連施策

農業集落排水

関係法律における

位置付け

食料・農業・農村基本法

・快適な住環境の整備（下水道の整備）

公共下水道

関係法律における

位置付け

下水道法

・快適な住環境の整備（下水道の整備）

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

志戸崎・田伏地区特定環境保全公共下水道排水処理施設 田伏6662番地 単独 所有 所有

逆西中継ポンプ場 下稲吉2607番地19 単独 所有 所有

清水入ポンプ場 宍倉6129番地3 単独 所有 所有

柏崎地区農業集落排水処理施設 柏崎1996番地 単独 所有 所有

大和田地区農業集落排水処理施設 一の瀬253番地2 単独 所有 所有

深谷地区農業集落排水処理施設 深谷3975番地6 単独 所有 所有

土田地区農業集落排水処理施設 上土田50番地4 単独 所有 所有

志筑地区農業集落排水処理施設 中志筑194番地1 単独 所有 所有

上稲吉地区農業集落排水処理施設 上稲吉569番地3 単独 所有 所有

新治地区農業集落排水処理施設 新治1861番地 単独 所有 所有

千代田東部地区農業集落排水処理施設 東野寺1754番地2 単独 所有 所有

合計

機能改善

建築年 築年数 構造 機能改善
(アスベスト対策)

自然ｴﾈ・
太陽光発電

環境対応
設備

志戸崎・田伏地区特定環境保全公共下水道排水処理施設 RC造 ● × ×
逆西中継ポンプ場 S造 ● × ×
清水入ポンプ場 RC造 ● × ×
柏崎地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
大和田地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
深谷地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
土田地区農業集落排水処理施設 S造 ● × ×
志筑地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
上稲吉地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
新治地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×
千代田東部地区農業集落排水処理施設 RC造 ● × ×

建物状況 環境負荷低減
施設名

汚水管延長（ｍ） 雨水管延長（ｍ） 合計
公共下水道
農業集落排水

合計
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④ コスト状況（臨時経費除く）

・全体の総コストは２億４ ４３９万円で、減価償却費が７割近くを占めている。

・維持管理費は８ ９７０万円で、電気料、修繕費、維持管理委託料が主な経費である。

（ ）その他の施設

① 施設状況

・北中学校は２０１４年３月に廃校となり、２０１６年４月に佐賀小学校、安飾小学校、志士庫小

学校の統合校となる予定である。

② 建物状況

（ ）道路・橋梁

① 施設状況

国道354号

【霞ヶ浦地区】 ４施設

①教職員住宅
②旧歯科診療所・旧歯科医師住宅

③旧宍倉出張所

⑤旧北中学校

【千代田地区】 １施設

③旧千代田町立第５保育所

⑩

⑤

⑧

③

①②

⑨

③

⑦
⑥用途廃止施設跡地（建物解体済）

【千代田地区】 １箇所
⑩旧志筑小学校跡地

用途廃止施設跡地（建物解体済）

【霞ヶ浦地区】 ４箇所
⑥旧霞ヶ浦庁舎跡地

⑦旧下大津保育所跡地

⑧旧牛渡地区公民館跡地
⑨旧安飾地区公民館跡地

施設名 所在地 開設年 延床面積 敷地面積
 所有面積
複合施設

区分
建物保有

状況
土地保有

状況
駐車可能

台数

教職員住宅 深谷3671番地3 単独 所有 所有

旧歯科診療所 深谷3671番地8 単独 所有 所有

旧千代田町立第５保育所 上土田415番地8 単独 所有 一部借上

旧宍倉出張所 宍倉6396番地3 単独 所有 借上

旧北中学校 下軽部1232番地 単独 所有 所有

合計

機能改善

教職員住宅 RC造 ● × ×

旧歯科診療所 W造 未実施 未実施 ● × ×

旧千代田町立第５保育所 W造 対象外 ● × ×

旧宍倉出張所 W造 対象外 ● × ×

旧北中学校 RC造 実施済 不要 ● × × × × ▲ ▲

車いす用

ｽﾛｰﾌﾟ

自動ドア 手すり施設名

建物状況 耐震性 機能改善（バリアフリー） 環境負荷低減

建築年 築年数 構造 耐震診断 耐震補強 点字ﾌﾞﾛｯｸ 自然ｴﾈ・太

陽光発電

環境対応

設備

機能改善(ｱｽ

ﾍﾞｽﾄ対策)

車いす用

ｴﾚﾍﾞｰﾀ

身障者用

ﾄｲﾚ

市の設置義務 必須（管理）

設置可能主体 市町村
市町村道（橋梁

を含む）

関係法律における

位置付け

道路法

市総合計画における

主な関連施策

・交通基盤の充実

・適正な土地利用の推進（中心市街地の整備）

道路（ｍ） 橋梁（ｍ） 道路敷（㎡） 道路部（㎡）
市道１級

市道２級

市道その他

合計

実延長の内訳 道路面積
路線数 橋数

総延長
（ｍ）

重用延長
（ｍ）

未供用延長
（ｍ）

実延長
（ｍ）
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２ 主な公共施設の課題と方向性 

 公共施設のうち特に市民生活に密接な関係にあるものについて、施設分類ごとの現状と課題を分析

し、さらにその解決策や方向性を整理します。 

 ここで整理された方向性は、この計画の基本方針と併せて、今後策定を予定する実行計画の柱とし、

計画実現に向けて取組みを進めます。 

 

（１）公民館 

① 現状からみた課題 

・霞ヶ浦地区では６地区で公民館事業を行っており、それぞれの地区に公民館を設置している。公 

民館事業と地区公民館の関連性はあるものの、年間数回の会議で会場として利用する程度である。 

  利用状況としては健康診断の会場や選挙の投票所等であり、一般の利用はわずかで、施設稼働率

が１０％に満たない状況である。 

・公民館活動の組織体制について見直しが進められており、活動の場を確保する必要がある。 

・千代田公民館の敷地は大部分が借地であり、この借地料が維持コストを押し上げる要因となって

いる。 

・公民館を使用する団体の大部分は使用料が免除されており、使用料収入が極めて少ない。 

・牛渡地区公民館、安飾地区公民館、志士庫地区第１公民館、志士庫地区第２公民館が避難場所に

指定されている。 

・下大津地区公民館、牛渡地区公民館、安飾地区公民館、志士庫地区第２公民館が選挙の投票所と 

して利用されている。 

② 課題解決の方向性 

・利用実態に合わせた適正配置（広域的な視点も考慮） 

・コミュニティ施設への転換と複合化 

・受益者負担の適正化による収入確保 

・ニーズに対応したサービス提供による利用の促進 

 

（２）スポーツ施設 

① 現状からみた課題 

・敷地面積のうち７５％が借地であることから、その土地の使用料として年間１,８３３万円（２

０１３年度）が支出されている。また、施設管理を委託しており、年間４,３９６万円（２０１

３年度）が支出されている。このように、スポーツ施設の維持管理費は高額となっており、年間

約８,０００万円を支出する一方、使用料収入は５００万円に満たない状況である。 

・小中学校体育施設は夜間開放され一般への貸出が行われており、多くの市民が利用している。小

中学校適正規模化計画により施設数の減少も想定されるため、学校施設と併せて検討を進める必

要がある。 

・使用料収入金額が低い要因として、使用料が免除されている団体の利用が多いことや、稼働率の 

  低さが挙げられる。 

・市民の生活圏の広域化により、利用したい時間や場所等のニーズが変化し、民間や近隣自治体の 

スポーツ施設を利用する市民もみられる。 
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・わかぐり運動公園体育館、体育センターが避難所兼避難場所に指定されている。 

② 課題解決の方向性 

・利用実態に合わせた適正配置（広域的な視点も考慮） 

・受益者負担による収入確保 

・ニーズに対応したサービス提供による利用の促進 

・小中学校施設の効果的活用 

・施設の統廃合 

 

（３）小中学校 

① 現状からみた課題 

・児童・生徒数の減少、施設の老朽化の進行と耐震基準が課題となっていることから、小中学校適

正規模化実施計画が策定された。この計画により統廃合が進められるとともに、引き続き使用す

る学校施設の耐震基準が満たされる。 

・２０１４年４月に旧南中学校 0と旧北中学校を統合し、旧南中学校施設を使用した霞ヶ浦中学校

が開校した。施設は既に築後３０年を経過しており、長寿命化など計画的な維持保全が必要であ

る。 

・小学校については、旧南中学校・旧北中学校・千代田中学校のそれぞれの学区内を 1校に統合す

る計画となっており、２０１６年４月には美並小学校施設を使用した霞ヶ浦南小学校が、旧北中

学校施設を使用した霞ヶ浦北小学校がそれぞれ開校する予定であるが、廃校施設の対応は未定で

ある。 

・各小中学校が避難所兼避難場所に指定されている。 

・上佐谷小学校、下稲吉小学校、志士庫小学校、宍倉小学校、下稲吉中学校が選挙の投票所として 

  使用されている。 

② 課題解決の方向性 

・計画推進による施設環境及び教育環境の改善 

・廃校後の施設及び土地の有効活用（売却、賃貸、用途変更） 

 

（４）保育所 

① 現状からみた課題 

・市立保育所の運営費・施設整備費に対する国・県からの補助制度が廃止されたため、その経費は 

すべて自主財源で賄わなければならないが、民営施設に対する補助は継続されている。このため、

公設・公営施設の民営化を進める地方自治体が増えている。市内の私立保育園は５施設で、環境

が整いつつあり、市立保育所の設置エリアごとにその方向性を検討する必要がある。 

・子ども・子育て関連３法により、地域のニーズに基づく計画の策定・事業実施が求められており、

制度に対応した施設運営が必要となる。 

・さくら保育所の敷地はすべて借地であるため、他の施設に比べ維持管理費が高額である。 

・市立保育所運営計画に基づき、保育サービスの向上と効率的な運営について検討が進められてい

る。 

・やまゆり保育所、わかぐり保育所が避難場所に指定されている。 
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② 課題解決の方向性 

・施設の廃止及び民営化 

・民営施設の設置推進 

・認定こども園の推進 

（５）保健センター 

① 現状からみた課題 

・霞ヶ浦保健センターには、保健センター職員及び地域包括支援センター職員が配置されている。 

・介護保険制度の改正で地域支援事業が再編されることにより、その事業の拠点が必要となる。 

・霞ヶ浦保健センター、千代田保健センターが避難場所に指定されている。 

② 課題解決の方向性 

・多目的な利用による有効活用 

・事業実態に合わせた施設配置 

 

（６）児童館 

① 現状からみた課題 

・千代田地区に３か所設置されており、霞ヶ浦地区には設置されていない。 

・霞ヶ浦地区の小学校統廃合に伴い、放課後児童クラブの再編が必要となる。 

② 課題解決の方向性 

・既存施設の転用、複合化 

・民営施設の設置推進 

 

（７）公園（都市公園等・農村公園） 

① 現状からみた課題 

・逆西第一児童公園、大塚ファミリー公園、第２常陸野公園の土地借上げ料は、合計約９００万円

で維持管理費の大半を占めている。 

・市内では都市公園を４か所設置しており、その面積は１．４３ｈａで、人口当たりの面積は県内

の他の市町村と比較しても極めて少ない状況にある。 

・稲吉ふれあい公園、第２常陸野公園が避難場所に指定されている。 

・農村公園は、廃止に向けた関係機関との協議や、その後の位置付けについての検討が必要となっ

ている。 

② 課題解決の方向性 

・維持管理費の縮減 

・利用実態に合わせた適正配置 

 

（８）上水道 

① 現状からみた課題 

・配水管等の更新年数は４０年で、２０３０年度以降の１０年間に更新時期がピークとなり、その

更新費用の推計では、年間１５億円を超えることが予想されている。 

・浄水場や配水場の施設は殆どが築３０年以上を経過し、建物及び設備の老朽化に対する対応が必
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要となっている。 

② 課題解決の方向性 

・年次的な更新計画による経費の平準化 

・送配水施設の効率的な更新と再整備 

 

（９）下水道 

① 現状からみた課題 

・１９９０年代に布設された管渠が全体の６割を占め、これらは２０４０年以降に更新時期を迎え

る。この間、年間２５億円前後の更新費用が見込まれる。 

・処理施設を９か所有しており、このうち８か所が農業集落排水処理施設で、築年数は２０年前後

となっている。処理設備の更新時期は８～２０年と比較的短期間であるため、各施設とも更新時

期を迎えつつある。 

・下水道未整備地域における合併処理浄化槽の設置については、設置費に対する補助金交付制度が

設けられている。 

② 課題解決の方向性 

・施設の長寿命化と計画的更新 

・処理施設の統廃合による更新経費の縮減 

 

（１０）道路・橋梁 

① 現状からみた課題 

・国県道路等の広域道路網と連携した幹線道路の整備や、市民生活と直接かかわる地域の生活道路 

について、安全性と利便性の向上が求められている。 

・歩道整備に対する市民ニーズも高く、通学路の安全確保や高齢者が安心して歩いて暮らせるまち

づくりが求められている。 

② 課題解決の方向性 

・都市基盤の計画的な維持管理 

・定期的な点検・診断による現状把握 

・効率的かつ効果的な修繕及び更新 
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１ 計画のロードマップ

計画を進めるにあたり、計画第Ⅰ期１０年間の年次的な工程を、下記のとおり予定することとし

ます。

第４章 基本計画の実現に向けて 
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２ 計画の推進体制

今後、公共施設等マネジメント計画を段階的に推進していくため、庁内に市公共施設等総合管理計

画推進本部を中心とした推進体制を構築します。

計画推進部門では計画の策定、進行管理を行うとともに、公共施設等に関する情報の管理・集約を

行います。また、庁内関係部署と連携協力を行い、この基本計画で示した公共施設等マネジメントの

意義や方向性を全庁的な共通認識とし、市の全体的な取組みによって、公共施設マネジメントの着実

な推進を図ります。



（資－0） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資  料  編  
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（資－1） 

（資料編・目次） 

 

 

１  策定までの主な経過                     （資－ 2） 

 

２  公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省）   （資－ 4） 

 

３  市民等との情報共有                     （資－10） 

（１）広報かすみがうらへの掲載 

（２）市ホームページの活用 

（３）主な新聞報道 

 

４  公共施設等のあり方に関する市民アンケート調査の実施     （資－17） 

 

５  公共施設等のあり方に関する懇談会の実施           （資－29） 

 

６  意見公募手続き（パブリックコメント）の実施         （資－31） 

 

７  職員研修の実施状況等（庁内の共通認識の醸成）        （資－32） 

 

８  かすみがうら市公共施設等総合管理計画推進本部設置要綱    （資－36） 

 

  



（資－2） 

１ 策定までの主な経過 

期  日 内     容 
2013 年 4 月 1 日 

～2014 年 3 月 31 日 
公共施設の効果的活用と適正な維持管理計画（ファシリティマネジメン

トの推進）に関する調査研究 
・一般財団法人地方自治研究機構との共同調査研究事業として、公共

施設の現状と課題の整理、維持・更新費用に関する将来推計、公共

施設マネジメントのあり方の研究等を実施 
2014 年 4 月 22 日 総務大臣からの通知 

・公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について 
（全国の地方公共団体に対し「公共施設等総合管理計画の策定にあた

っての指針」（資料編 2）が示され、この計画の策定が要請された。） 
 5 月 22 日 市議会全員協議会 

・公共施設の効果的活用と適正な維持管理計画について（公共施設の

現状と課題、今後の取組み計画等を説明） 
  5 月 27 日 市区長会総会 

・公共施設の効果的活用と適正な維持管理計画について（公共施設の

現状と課題、今後の取組み計画等を説明） 
  6 月 1 日 市公共施設等総合管理計画推進本部設置要綱 施行 

・公共施設等総合管理計画の策定調整、進行管理等を所掌する庁内組

織について規定 
  6 月 18 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪本部会議・検討会議≫ 

・推進本部の体制と平成 26 年度の取組み事項について 
・公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針について 
・仮称・市公共施設等マネジメント基本計画について 

  7 月 30 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪検討会議≫ 
・仮称・市公共施設等マネジメント基本計画について 

  8 月 18 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪本部会議・検討会議≫ 
・仮称・市公共施設等マネジメント基本計画について 
・市民アンケート調査の実施（予定）について 

  8 月 29 日 市議会全員協議会 
・公共施設等総合管理計画（中間報告）について（公共施設等マネジ

メント基本計画の検討状況を説明） 
 10 月 14 日 

～31 日 
公共施設等のあり方に関する市民アンケート調査の実施 
・市民 2,000 人を対象とし、郵送により実施（回答 741 件） 

 10 月 16 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪検討会議≫ 
・市民アンケート調査の実施について 

 10 月 28 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪本部会議≫ 
・市民アンケート調査の実施状況について 



（資－3） 

期  日 内     容 
 11 月 7 日 市議会総務委員会 

・市民アンケート調査の実施状況について 
 11 月 13 日 市議会全員協議会 

・市民アンケート調査の実施状況について（説明） 
 12 月 25 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪検討会議≫ 

・市民アンケート調査の結果について 
・今後の予定について 
・仮称・公共施設等マネジメント計画について 
・懇談会の開催計画について 

2015 年  1 月 8 日 市公共施設等総合管理計画推進本部≪本部会議≫ 
・市民アンケート調査の結果について 
・今後の予定について 
・仮称・公共施設等マネジメント計画について 
・懇談会の開催計画について 

  2 月 3 日 
～2 月 16 日 

意見公募手続き（パブリックコメント） 
・提出された意見  1 件 

  2 月 9 日 公共施設等のあり方に関する懇談会 
・参加者数  36 人 

  2 月 19 日 市議会総務委員会 
・市公共施設等マネジメント計画（素案）について 

  2 月 24 日 市議会全員協議会 
・市公共施設等マネジメント計画（素案）について 

  2 月 26 日 部長会議 
・市公共施設等マネジメント計画（基本計画）について 

  3 月 2 日 庁議 
・市公共施設等マネジメント計画（基本計画）について 

  3 月 20 日 
 

市長決裁 
・市公共施設等マネジメント計画（基本計画）の策定 

 
  



（資－4） 

２ 公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省） 

 
 



（資－5） 

 

 
 



（資－6） 

 

 
 



（資－7） 

 

 
 



（資－8） 

 

 
 



（資－9） 

 

 
  



（資－10） 

３ 市民等との情報共有 

（１）広報かすみがうらへの掲載 

●2014 年 5 月号 

  
●2014 年 10 月号              

   
  



（資－11） 

●2015 年 1 月号               ●2015 年 3 月号 

  
 

（２）市ホームページの活用 

●特設ページ「公共施設の更新問題」を開設 

   
  

 



（資－12） 

（３）主な新聞報道 

●日本工業経済新聞（2014 年 6月 5日） 

   
  



（資－13） 

●日本工業経済新聞（2014 年 10 月 28 日） 

   
  



（資－14） 

●日本工業経済新聞（2015 年 1月 1日） 

  
  



（資－15） 

●日刊建設新聞（2015 年 2 月 7日） 

   
  



（資－16） 

●日本工業経済新聞（2015 年 2月 19 日） 

    



（資－17） 

４ 公共施設等のあり方に関する市民アンケート調査の実施 

（１）趣旨 

公共施設等の課題に対する関心度をはじめ、効果的な活用や適正な維持管理のための方策、公

共施設の利用状況などから、公共施設等の今後のあり方等について市民の全般的な意識を把握し、

公共施設等総合管理計画（かすみがうら市公共施設等マネジメント基本計画）及び来年度以降に

順次予定している実行計画の参考資料とする。 
 
（２）実施期間 

・2014 年 10 月 14 日（発送）～10 月 31 日（投函期限） 
 
（３）調査対象・方法 

・18 歳以上 75 歳未満の市民 2,000 人（住民基本台帳から抽出） 
・郵送による。（広報 10 月号及びホームページにおいても、アンケートの実施を周知） 

 
（４）回答件数・回答率 

・発送件数 2,000 通（うち 15 通＝転居等により不達） 
・回答件数  741 通 
・回答率   37.3 ％（741÷(2000－15)×100） 

 
（５）調査内容 

・回答者の属性（問 1～7） 
・公共施設の利用状況と利用しない理由（問 8） 
・公共施設等の課題に関する関心の度合い等（問 9～11） 
・公共施設等の今後のあり方、取組み方策（問 12～14） 

 
（６）質問項目・回答状況 

※ 以下に記載の各問の回答において、無回答の件数・構成比は記載していません。 
 
【問１】あなたの性別を教えてください。 

選択肢 回答状況 
１．男性 375 人 (50.6％) 
２．女性 363 人 (49.0％) 

 
【問２】あなたの年齢を教えてください。 

選択肢 回答状況 
１．10 歳代  16 人 ( 2.2％) 
２．20 歳代  70 人 ( 9.4％) 
３．30 歳代 106 人 (14.3％) 



（資－18） 

４．40 歳代 111 人 (15.0％) 
５．50 歳代 132 人 (17.8％) 
６．60 歳代 214 人 (28.9％) 
７．70 歳以上  90 人 (12.1％) 

 
【問３】あなたの職業を教えてください。 

選択肢 回答状況 
１．会社役員  30 人 ( 4.0％) 
２．正規社員・職員 215 人 (29.0％) 
３．非正規社員・職員 109 人 (14.7％) 
４．農林水産業  36 人 ( 4.9％) 
５．自営業主  49 人 ( 6.6％) 
６．家事専業  99 人 (13.4％) 
７．学生  24 人 ( 3.2％) 
８．無職 118 人 (15.9％) 
９．その他  57 人 ( 7.7％) 

 
【問４】あなたは、かすみがうら市内の会社・学校へ通勤・通学していますか。 

選択肢 回答状況 
１．市内の会社・学校へ通勤・通学している。 117 人 (15.8％) 
２．市外の会社・学校へ通勤・通学している。 269 人 (36.3％) 
３．通勤・通学していない。（自営業、家業に従事、家事、無職など） 333 人 (44.9％) 

 
【問５】あなたの世帯構成を教えてください。 

選択肢 回答状況 
１．一人暮らし  40 人 ( 5.4％) 
２．夫婦のみ 158 人 (21.3％) 
３．親と子（中学生以下の家族がいる。） 104 人 (14.0％) 
４．親と子（中学生以下の家族がいない。） 202 人 (27.3％) 
５．３世代（中学生以下の家族がいる。）  83 人 (11.2％) 
６．３世代（中学生以下の家族がいない。）  84 人 (11.3％) 
７．その他  66 人 ( 8.9％) 

 
【問６】あなたがお住まいの地域（小学校区）を教えてください。 

選択肢 回答状況 
１．下大津小学校区  41 人 ( 5.5％) 
２．美並小学校区  59 人 ( 8.0％) 
３．牛渡小学校区  36 人 ( 4.9％) 



（資－19） 

４．佐賀小学校区  54 人 ( 7.3％) 
５．安飾小学校区  39 人 ( 5.3％) 
６．志士庫小学校区  29 人 ( 3.9％) 
７．宍倉小学校区  35 人 ( 4.7％) 
８．志筑小学校区  46 人 ( 6.2％) 
９．新治小学校区  44 人 ( 5.9％) 
１０．七会小学校区  29 人 ( 3.9％) 
１１．上佐谷小学校区  12 人 ( 1.6％) 
１２．下稲吉小学校区 181 人 (24.4％) 
１３．下稲吉東小学校区 117 人 (15.8％) 
１４．小学校区が分からない。  13 人 ( 1.8％) 

 
【問７】あなたは、かすみがうら市にどのくらいの期間、お住まいですか。 

選択肢 回答状況 
１．5 年未満  47 人 ( 6.3％) 
２．5 年以上～20 年未満 160 人 (21.6％) 
３．20 年以上 529 人 (71.4％) 

 
【問８－１】あなたご自身は、市の主な公共施設をどのくらい利用していますか。ただし、家族の

送迎といった利用は除きます。（施設の分類ごとに１つ選択） 

利用状況 

 

 

 

 

施設の分類 

※おもに広く市民が利用できる施設を対象と

しています。学校校舎や保育所、地区公民

館、消防署、消防団詰所などは除きます。 

利用状況 

よ
く
利
用
す
る
。 

（
月
に
１
回
以
上
） 

時
々
利
用
す
る
。 

（
年
に
数
回
程
度
） 

ほ
と
ん
ど
利
用
し
な
い
。 

利
用
し
た
こ
と
が
な
い
。 

① 
コミュニティ関連施設（あじさい館の公民

館施設、千代田公民館、働く女性の家など） 

 72 人 
(15.7％) 

172 人 
(23.2％) 

266 人 
(35.9％) 

223 人 
(30.1％) 

② 
図書館（あじさい館の図書館、千代田公

民館にある分館） 

 50 人 
( 6.7％) 

121 人 
(16.3％) 

214 人 
(28.9％) 

345 人 
(46.6％) 

③ 
資料館 

（郷土資料館、富士見塚古墳公園） 

  7 人 
( 0.9％) 

 53 人 
( 7.2％) 

224 人 
(30.2％) 

450 人 
(60.7％) 

④ 
屋内体育施設（体育館、海洋センタープ

ールなど。学校施設を除く） 

 19 人 
( 2.6％) 

 47 人 
( 6.3％) 

221 人 
(29.8％) 

443 人 
(59.8％) 

⑤ 
屋外体育施設（野球場、テニスコート、

運動広場など。学校施設を除く） 

 21 人 
( 2.8％) 

 69 人 
( 9.3％) 

197 人 
(26.6％) 

445 人 
(60.1％) 
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⑥ 
学校体育施設（小中学校の体育館等のス

ポーツ団体への開放） 

 17 人 
( 2.3％) 

 24 人 
( 3.2％) 

143 人 
(19.3％) 

544 人 
(73.4％) 

⑦ 
観光施設（雪入ふれあいの里公園、歩崎

公園、水族館など） 

 20 人 
(2.7％) 

184 人 
(24.8％) 

297 人 
(40.1％) 

229 人 
(30.9％) 

⑧ 
保健衛生施設 

（保健センターでの検診や各種手続き） 

 18 人 
( 2.4％) 

178 人 
(24.0％) 

238 人 
(32.1％) 

297 人 
(40.1％) 

⑨ 
社会福祉施設（あじさい館・やまゆり館

の温浴施設やトレーニング室など） 

 29 人 
( 3.9％) 

 74 人 
(10.0％) 

161 人 
(21.7％) 

467 人 
(63.0％) 

⑩ 
児童福祉施設（児童館・子育て支援セン

ターの事業や行事への参加など） 

 14 人 
( 1.9％) 

 38 人 
( 5.1％) 

125 人 
(16.9％) 

551 人 
(74.4％) 

⑪ 
市役所庁舎（千代田庁舎・霞ヶ浦庁舎の

窓口での各種手続きなど） 

 64 人 
( 8.6％) 

467 人 
(63.0％) 

159 人 
(21.5％) 

 46 人 
( 6.2％) 

⑫ 
市役所出張所（中央出張所の窓口での各

種手続きなど） 

 32 人 
( 4.3％) 

262 人 
(35.4％) 

147 人 
(19.8％) 

289 人 
(39.0％) 

⑬ 
都市公園等（稲吉ふれあい公園、第２常

陸野公園など） 

 18 人 
( 2.4％) 

 84 人 
(11.3％) 

203 人 
(27.4％) 

428 人 
(57.8％) 

 
【問８－２】また、「ほとんど利用しない」「利用したことがない」と回答された施設の分類につい

ては、その主な理由を教えてください。（施設の分類ごとに１つ選択） 

利用しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

施設の分類 

利用しない理由 
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や
サ
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ス
内
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ら
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。 

利
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る
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が
な
い
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ス
、
利
用
時
間
、

利
用
料
金
な
ど
が
不
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県
や
他
の
市
の
施
設
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利
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し
て
い
る
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民
間
施
設
を 

利
用
し
て
い
る
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① コミュニティ関連施設 
 77 人 
( 9.7％) 

364 人 
(74.4％) 

  9 人 
( 1.8％) 

 12 人 
( 2.5％) 

  6 人 
( 1.2％) 

② 図書館 
 68 人 

(12.2％) 
383 人 

(68.5％) 
 27 人 
( 4.8％) 

 36 人 
( 6.4％) 

  8 人 
( 1.4％) 

③ 資料館 
120 人 

(17.8％) 
485 人 

(72.0％) 
 17 人 
( 2.5％) 

 17 人 
( 2.5％) 

  4 人 
( 0.6％) 

④ 屋内体育施設 
 89 人 

(13.4％) 
486 人 

(73.2％) 
 17 人 
( 2.6％) 

 15 人 
( 2.3％) 

 28 人 
( 3.8％) 

⑤ 屋外体育施設 
 81 人 

(12.6％) 
498 人 

(77.6％) 
  9 人 
( 1.4％) 

 15 人 
( 2.3％) 

 12 人 
( 1.9％) 
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⑥ 学校体育施設 
 80 人 

(11.6％) 
546 人 

(79.5％) 
  7 人 
( 1.0％) 

 12 人 
( 1.7％) 

 15 人 
( 2.2％) 

⑦ 観光施設 
 78 人 

(14.8％) 
346 人 

(65.8％) 
 22 人 
( 4.2％) 

 33 人 
( 6.3％) 

  8 人 
( 1.5％) 

⑧ 保健衛生施設 
 78 人 

(14.6％) 
337 人 

(63.0％) 
 16 人 
( 3.0％) 

 18 人 
( 3.4％) 

 48 人 
( 9.0％) 

⑨ 社会福祉施設 
118 人 

(18.8％) 
389 人 

(61.9％) 
 32 人 
( 5.1％) 

 19 人 
( 3.0％) 

 38 人 
( 6.1％) 

⑩ 児童福祉施設 
103 人 

(15.2％) 
521 人 

(77.1％) 
  8 人 
( 1.2％) 

  2 人 
( 0.3％) 

  5 人 
( 0.7％) 

⑪ 市役所庁舎 
  9 人 
( 4.4％) 

152 人 
(74.1％) 

 17 人 
( 8.3％) 

  6 人 
( 2.9％) 

  0 人 
( 0.0％) 

⑫ 市役所出張所 
 48 人 

(11.0％) 
332 人 

(76.1％) 
 10 人 
( 2.3％) 

  8 人 
( 1.8％) 

  2 人 
( 0.5％) 

⑬ 都市公園等 
 98 人 

(15.5％) 
427 人 

(67.7％) 
 19 人 
( 3.0％) 

 31 人 
( 4.9％) 

 10 人 
( 1.6％) 

 
【問９】公共施設の更新問題に、どのくらい関心がありますか。（１つ選択） 

選択肢 回答状況 
１．強い関心を持っている。  58 人 ( 7.8％) 
２．関心を持っている。 278 人 (37.5％) 
３．どちらかと言えば関心はない。 293 人 (39.5％) 
４．関心はない。  87 人 (11.7％) 

 
【問１０】広報かすみがうら（平成２６年５月号）において「公共施設の更新問題」として、公共

施設の建物状況や利用状況、維持管理費用等の現状の概要を掲載しましたが、ご存知でしたか。

（１つ選択） 

選択肢 回答状況 
１．記事を読んだ。 172 人 (23.2％) 
２．知っていたが、読んではいなかった。 112 人 (15.1％) 
３．知らなかった。 442 人 (59.6％) 

 
【問１１】市のホームページに「公共施設の更新問題」のページを開設し、公共施設の現状に関す

る調査の資料や取組み状況をお知らせしていますが、ご存知でしたか。（１つ選択） 

選択肢 回答状況 
１．ホームページを見た。  33 人 ( 4.5％) 
２．知っていたが、見てはいなかった。  97 人 (13.1％) 
３．知らなかった。 589 人 (79.5％) 
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【問１２】今ある道路や橋などのインフラ施設も老朽化が進んでいきますが、どのように維持や修

繕、更新を行うべきだと思いますか。あなたの考えに最も近いものを選んでください。（１つ

選択） 

選択肢 回答状況 

１．補修するよりも、積極的に更新（作り直し）を進める。  96 人 (13.0％) 

２．傷みが大きくなってから補修し、必要に応じて更新（作り直し）

を進める。 
 79 人 (10.7％) 

３．傷みが小さいうちに予防的な補修を進め、できるだけ長持ちさせ

る。 
532 人 (71.8％) 

４．特に補修はしない。（利用できなくなる道路や橋などができても

やむを得ない。） 
 11 人 ( 1.5％) 

 
【問１３】公共施設の更新問題に対応していくために、次のような方法を取り入れることについて、

あなたはどのように考えますか。（それぞれ１つ選択） 

あなたの考え 

 

 

 

 

方法 

積
極
的
に 

実
施
す
べ
き 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

実
施
す
べ
き 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

実
施
す
べ
き
で
な
い 

実
施
す
べ
き
で
な
い 

① 
１つの建物に様々な施設の役割を持たせた

り、色々な使い方ができるようにする。 

328 人 
(44.3％) 

318 人 
(42.9％) 

 40 人 
( 5.4％) 

 23 人 
( 3.1％) 

② 近隣自治体と共同で施設を建設・運営する。 
196 人 

(26.5％) 
294 人 

(39.7％) 
132 人 

(17.8％) 
 84 人 

(11.3％) 

③ 
施設の建替えや管理運営に民間のノウハウ

や資金を活用する。 

239 人 
(32.3％) 

298 人 
(40.2％) 

109 人 
(14.7％) 

 56 人 
( 7.6％) 

④ 
地域活動に密着した施設は、地域住民等が

所有し、維持・管理を行う。 

 99 人 
(13.4％) 

248 人 
(33.5％) 

240 人 
(32.4％) 

113 人 
(15.2％) 

⑤ 
施設を補強し長持ちするようにして、しば

らくの間、建替えないでおく。 

179 人 
(24.2％) 

361 人 
(48.7％) 

114 人 
(15.4％) 

 39 人 
( 5.3％) 

⑥ 
施設を減らす代わりに民間施設（会議室、

スポーツ施設等）の利用に対して助成する。 

159 人 
(21.5％) 

288 人 
(38.9％) 

179 人 
(24.2％) 

 71 人 
( 9.6％) 

⑦ 
利用していない市の土地や建物を売却・賃

貸して収入を得る。 

378 人 
(51.0％) 

253 人 
(34.1％) 

 60 人 
( 8.1％) 

 18 人 
( 2.4％) 

⑧ 
施設におけるサービスの水準を引き下げ

る。 

 83 人 
(11.2％) 

170 人 
(22.9％) 

279 人 
(37.7％) 

175 人 
(23.6％) 

⑨ 
利用料を徴収できる施設の料金（使用料や

入館料）を引き上げ、利用者が負担する。 

100 人 
(13.5％) 

238 人 
(32.1％) 

246 人 
(33.2％) 

128 人 
(17.3％) 
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【問１４】公共施設をはじめ、インフラ施設（道路、橋、上下水道）の今後のあり方について、率

直なご意見をお聞かせください。 

記載人数 357 人 (48.2％) 
意見の内容 529 件 

（内訳） 

意見の内容 件数 
・施設やインフラの整備、適正管理に関すること 100 件 
・今後の進め方に関すること  94 件 
・複合化や多機能化、再編、適正配置、廃止に関すること  80 件 
・安全確保や長寿命化、予防保全に関すること  69 件 
・利用環境や交通機関に関すること  50 件 
・コスト縮減や財源に関すること  37 件 
・上下水道や施設の使用料に関すること  26 件 
・市民との協働や民間との連携に関すること  26 件 
・情報の提供や発信に関すること  12 件 
・まちづくりに関すること  10 件 
・有効活用に関すること   9 件 
・近隣市との広域化に関すること   6 件 
・職員の応対に関すること   5 件 
・アンケート内容に関すること   2 件 
・その他   3 件 

 
  

⑩ 
特別な税金等の徴収など、市民全体で負担

する。 

 29 人 
( 3.9％) 

 99 人 
(13.4％) 

280 人 
(37.8％) 

297 人 
(40.1％) 
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（７）アンケート結果の公表資料 

市ホームページ（「公共施設の更新問題」特設ページ）において、調査結果の概要及び分析を

次のとおり公表した。 
●公表資料（抜粋） 
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（資－29） 

５ 公共施設等のあり方に関する懇談会の実施 

（１）趣旨 

この計画を策定するにあたって、公共施設等を取り巻く現状への理解を深め、課題解決のため

の将来的な方向性について問題意識を共有するとともに、既存の取組みの推進とあわせて、今後

の具体的な取組みを展開するための契機とする。 
 
（２）実施日時等 

・日時  2015 年 2 月 9 日（月） 19：00～20：50 
・場所  市役所千代田庁舎（防災センター） 

 
（３）対象者・参加状況 

・まずは、公共施設等の運営や利用に関係する方々に現状への理解を深めていただくため、こう

した団体等の関係者（実人数 147 人）を対象とし、開催案内を送付し実施した。 
・参加者数   36 人 
・市側出席者  市長、副市長、教育長、各部長、関係課職員 

 
（４）懇談会の内容 

・公共施設等の現状について（説明） 
・市民アンケート調査の結果について（説明） 
・公共施設等マネジメント基本方針（素案）について（説明） 
・意見交換（懇談） 

 

      
 
（５）主な意見等 

●計画の進め方 

・市民アンケートについては、現状などをもっと知ってもらってから実施すれば、違った傾向が

現れたかもしれない。 
・所属団体に持ち帰り、会としても提言をまとめていきたい。 
・今後の進め方として専門家を交えた組織などを考えるのであれば、市外の専門家だけでなく、

専門的な知識を持つ市民も多いと思うので、こうした方々にも参加いただいてはどうか。 
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・施設の維持管理は業者に委託しているところが多いと思う。委託業者は、市外の公共施設の管

理業務も受託し、他自治体の事例も知っていると思うので、今後の管理のあり方について、委

託業者からも意見をいただき参考としてはどうか。 
●少子高齢化、人口減少との関連 

・人口の減少について説明があったが、その後の見通しはどのように推測しているか。 
・昔と異なり、元気な高齢者が増えている。高齢者でも世代を超えて活躍できる場があると考え

ている。 
・人口が減少していくことは止められないと思うが、そのスピードをゆっくりにする人口が減り

にくいための対策が必要だと思う。そのためには、若い男女が市内に留まることが必要であり、

若者が魅力と感じるようなまちづくりを進めてほしい。 
・人口減少や施設の縮小など、暗い話題になりがちだが、市を明るくするアイデアを考えてほし

い。 
●まちづくりとの関連 

・将来のことを考えると、こうした問題に対応していくために、合併などによる広域的な取組み

も必要となってくると思う。 
・市として、将来的にコンパクトシティを目指していく考えはあるのか。 
・歩崎周辺には、改善センターなどのいろいろな施設がある。また、景観も素晴らしいため、よ

り魅力が高まるよう周辺の一体的な活用を進めてほしい。 
●公共施設の利用環境 

・小中学校の統廃合が進んでおり、体育館などの学校体育施設の開放は、これまでと同様に利用

することができるのか心配している。 
・保健センターの建物が旧町単位にあるが、千代田保健センターは、検診等以外では利用されて

いない。住民の命を守る施設としてふさわしい活用をしてほしい。 
・千代田公民館は昭和 53 年に開館し、当時としては先進的な施設であった。図書館分館もある

が、図書に触れる機会を充実するための環境を整備してほしい。 
●その他 

・霞ヶ浦地区小学校統合後の校舎及び校庭の活用に関する意見（欠席者から郵送により提出） 
 
（６）意見等への対応 

参加者からの意見等については、2015 年度から策定作業を予定している実行計画の策定にあ

たっての検討課題のひとつとして整理し、今後の計画の策定・推進にあたって活用する。 
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６ 意見公募手続き（パブリックコメント）の実施 

（１）概略 

市の基本的な政策を定める計画や条例等の策定過程において、その趣旨や内容を広く公表し、

市民の皆さんから広く意見の提出を受け、それらを考慮して意思決定を行う「意見公募手続制度」

に基づき、本計画の素案を公表し市民等に意見を求めた。 
 
（２）意見の募集期間 

・2015 年 2 月 3 日（火）～ 2 月 16 日（月） 
 
（３）実施方法 

・計画素案を市内公共施設 5 か所で閲覧に供するとともに、市ホームページに掲載した。 
・意見の提出方法は、窓口持参、郵送、ファクシミリ、電子メールとした。 

 
（４）意見の受付件数 

・1 件（3 項目） 
 
（５）寄せられた意見と意見に対する市の考え方 

 意見の要旨 市の考え方 

１ 
｜ 
① 

コンパクトシティ、企業誘致、

農業再生、子育て支援、教育、

医療介護を考慮して、公共施設

の統合等を議論すべきで、これ

ら 6項目の総合プランを 2015年

3 月までに示してほしい。 

この計画では、今後の公共施設のあり方を具体的に

していくにあたって、基本方針のひとつとして「まち

づくりとの連動」を掲げており、総合計画をはじめと

する市の政策・施策との関連を踏まえながら、今後の

対応を進めてまいります。 

１ 
｜ 
② 

2015 年度から始まる地区懇談

会では、3 中学校区それぞれに特

色を持たせ、担うべき機能・役

割を市側から説明し議論するよ

う誘導すべき。また、生活に直

接関連した施設以外を各中学校

区で等しく同じく持つことない

ようにし、無駄なインフラ・公

共施設を統廃合すべき。 

地域懇談会は、まずは現状を理解いただくことから

着手することになりますが、具体的な議論について

は、市の土地利用構想や公共施設の配置状況、先進事

例などを提示しながら、議論を進めていきたいと考え

ています。 
また、公共施設やインフラには、利用者等の対象が

全市的なものと地域的なものがありますので、それぞ

れの役割、関連事業の目的などを踏まえて対応してま

いります。 

１ 
｜ 
③ 

各論の取りまとめに 2 年ほど

かかるようだが、財政上、施設

の有効活用上から早急に進める

べきで、2015 年度中には結論を

出してほしい。特に、霞ヶ浦地

区小学校跡地は、早急に結論を

出すべき。 

各論となる実行計画は、公共施設等の再編や利活

用、保全など多岐にわたり、分野別・地域別に順次こ

れらの計画を策定しながら、実行に移していく必要が

あると考えています。 
その中でも、霞ヶ浦地区の廃校となる小学校の跡地

については、御意見のように先導的に対応することが

望ましいと考えています。 
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７ 職員研修の実施状況等（庁内の共通認識の醸成） 

（１）概略 

公共施設やインフラ施設は市民の財産であることを念頭に、公共施設等の現状や将来の方向性等

について市民と職員が情報を共有しながら、今後の取組みを推進していくために、職員研修の実施

や庁内イントラネットによる情報発信を通じ、庁内の共通認識の醸成に努めた。 
 
（２）職員研修の実施 

●公共施設の効果的活用と適正な維持管理計画に関する職員研修 

・日時等   2014 年 5 月 16 日（金） 
第 1 班； 9：30～11：45（千代田庁舎） 
第 2 班；14：00～16：15（霞ヶ浦庁舎） 

・受講者数  96 人（管理職、公共施設等所管課職員、希望職員等を対象） 
・内容    
（報告）本市の公共施設の現状と将来予測、課題等について 

説明；総務部検査管財課（財産調整室）担当職員 
（講演）習志野市公共施設再生計画について 

講師；千葉県習志野市財政部資産管理室資産管理課 岡田直晃 氏 
公共施設の更新問題に全国に先駆けいち早く着目し、公共施設の実態の「見える化」を通じ、

市民と情報を共有しながら取組みを推進している習志野市における取組み手法、今後の方向性

などについて講演をいただいた。 
 

   
 
●ファシリティマネジメント研修 

・日時等   2014 年 8 月 19 日（火） 13：30～17：15（千代田庁舎） 
・受講者数  34 人（係長級以下の若手職員を対象。部署ごとに人数指定） 
・内容    
（演習）ワークショップ形式による施設分類別の現状と課題の整理 

講師；株式会社常陽産業研究所フェロー 久保田時治 氏 
住民参加の政策推進手段として用いられる「ワークショップ」の運営方法の基礎知識を習得

するとともに、受講職員が班別にワークショップを行い、公共施設を取り巻く現状や課題につ
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いて SWOT 分析による整理を行った。 
 

SWOT 分析 … 目標を達成するために意思決定が必要なプロジェクト等について、外部環

境や内部環境を強み（Strengths）、弱み（Weaknesses）、機会（Opportunities）、
脅威（Threats）の 4 つの分類で要因分析し、具体的な戦略を策定する方法

のひとつ。 
 

   
 

（SWOT 分析の状況） 
はじめに「機会（O）」と「脅威（T）」を整理し、続いて、施設分類別に各班で「強み（S）」

と「弱み（W）」についてアイデアを出しあった。 
各班における作業状況は次の表のとおりであり、今後、具体的な実行計画策定の際の参考資

料のひとつとして、内容を精査して活用することとしている。 
 

【1班；市民文化・社会教育・学校教育系施設】 

 
  

機会（O） 脅威（T）
イベント等に貸し出す 少子高齢化
集落の行事に利用する 扶助費の増加
高齢者のための運動施設・レストランに利用する 行政サービスへの市民要望の増加
生涯学習ニーズの高まり 利用率の低下
地域の活性化 稼働率が低い
サークル活動の活性化 交通の便が悪い
高齢者が増えている 維持管理コスト

築年数が経っているものが目立つ
若い年代が関わろうとしない

強み（S） 弱み（W）
都市部よりスペースがある 費用対効果が低い
無料で使用できる 交通の便が悪い
公民館の休日開放 ユニバーサルデザインになっていない
営利目的であっても利用可とする 老朽化
アンケートをとり効率よい利用方法を探る
地元に密着している
拠点が多いので広範にわたり情報提供できる
防災拠点として利用できる
高齢者が利用しやすい
地域活性化の起爆剤になりやすい
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【2班；スポーツ・レクリエーション・観光系施設】 

 

 
【3班；保健福祉系施設】 

 
  

機会（O） 脅威（T）
スケート場の開設 建設コストの高騰で施設を増やせない
施設閉館日の撤廃 敷地借り上げのランニングコスト
ＢＢＱ施設の開設 施設の老朽化
飲食店を併設 通年利用者・リピーターの維持が難しい
お土産屋さんを併設・開設 施設数が多くまとまっていない
施設のレンタル 利便性がよくない
夜間開放 若者の減少
ユニバーサルデザイン スポーツ人口の減少
宿泊施設を併設 魅力的な施設がない
キャンプ場として利用
子どもだけで遊べる場の拡充
早朝割引
期間限定の利用料割引
健康増進のための設備併設

強み（S） 弱み（W）
他市町村にない水族館の強化 老朽化
水産加工業者が豊富 人口減少
霞ヶ浦の景観が素晴らしい 利用者減少
無料で使用できる 立地条件が悪い
都市部よりスペースがある 交通の便が悪い
自然が多い 管理が難しい
資源が豊富
スポーツ施設等が多い
果樹類が豊富

機会（O） 脅威（T）
第一保育所を美並小児童クラブに 農村地区の少子高齢化
親子で遊べる施設の拡充 空家数の増加
サイクルステーション等への転換 学校施設は不要になっても壊せない
シェアハウスへの転換 生活圏に類似施設がある
外国人等の長期ステイ用施設への転換 施設の過度の集中
学校の生涯学習用の施設への転換 老朽化からの事故
防災拠点として利用 維持管理コスト
観光客用として利用 地域コミュニティの低下
学校と福祉施設の併用 利用する人としない人の乖離
宿泊施設を併設 交通の便が悪い
他市町村民との交流の場 合併等に影響する住民異動
フィルムコミッション 若者の減少（転出・転居）
企業とコラボしＰＲの場にする 学校統廃合による防災拠点の減少
郷土料理レストランにする
高速ＩＣ付近の施設は物流の拠点に
民間企業への開放・売却

強み（S） 弱み（W）
市外の方にも開放 人員の確保
駐車場を別の目的で使用している 千代田保健センターは療育センターとして活用
あじさい館近辺に施設が集合している 女性ならではの職場での人間関係
行政だからこそのサービス提供 民間と行政の役割の差別化
施設が多ければ多いだけサービス向上になる
専門職が多く学びの広場として活用できる
複合的な役割の統合
女性目線のサービススポット
母親目線のサービススポット
託児所付カフェ
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【4班；行政系施設】 

 
 
【5班；都市基盤系施設】 

 

 
（３）庁内イントラネットの活用 

庁内イントラネット（各職員に配備されたパソコン端末）を活用し、本計画策定の検討状況や市

民への広報活動の状況などについて、随時、職員向けの情報提供を行っている。 
 
 
 
 
  

機会（O） 脅威（T）
行政への関心の高まり 建設コスト
元気シニアの増加 建設労働者の減少
住民意識の変化 人口減少
民営化への関心 老朽化

中央出張所は立地の割に狭い
強み（S） 弱み（W）

千代田庁舎の１階ホールが広い 霞ヶ浦庁舎は場所の割に利用者が少ない
千代田庁舎は耐震設備がある 西消防署の立地が悪い（道路も狭い）
千代田庁舎に銀行・郵便局等を併設 東消防署の老朽化
霞ヶ浦庁舎は新しくきれい 働く女性の家の駐車場の無断駐車
霞ヶ浦庁舎内は市民の方の移動がコンパクト 千代田庁舎内が広く移動距離がある
霞ヶ浦庁舎にコンビニ・飲食店等を設置する 千代田庁舎内の建物の構造が複雑
両庁舎のユニバーサルデザイン 千代田庁舎は人口割合の少ない場所で利便性も悪い
節電を実施している 千代田庁舎のエレベーターの場所
東消防署は霞ヶ浦地区の中心にあってよい
西消防署は千代田庁舎に近い
中央出張所は利用者が多い
中央出張所は高齢者の利用も多い

機会（O） 脅威（T）
子どもの頃遊んだ 汚い
子育てママの交流の場 管理できていない
人との交流 不審者が集まりやすい
施設が広い（大人数で利用できる） 利用者のマナーが悪い
イベント等に貸し出す メンテナンスが大変
地域防災ニーズの高まり 公園利用者の減少
防災時の集合場所（避難所） やることがない・魅力がない
静かで落ち着く
高齢者も出かけられる

強み（S） 弱み（W）
交通アクセスがよい施設がある いたずらが多い
静かな環境 常駐者の確保が難しい
公園に集える 老朽化
住宅地にある公園は行きやすい 遊具が少ない
住民・児童の顔を知ることができる 大塚ファミリー公園の駐車場がない
球技などができる公園整備 利用者減少
子どものたまり場として整備→友達１００人計画
アウトドアの名所化
各種イベントの開催
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８ かすみがうら市公共施設等総合管理計画推進本部設置要綱 

 

○かすみがうら市公共施設等総合管理計画推進本部設置要綱 
平成 26 年 5 月 30 日 
訓 令 第 8 号 

（設置） 
第 1 条 公共施設等の効果的活用及び適正な維持管理を推進するため、かすみがうら市公共施設等総合管理計

画推進本部（以下「本部」という。）を置く。 
（定義） 
第 2 条 この訓令において「公共施設等」とは、かすみがうら市財務規則（平成 17 年かすみがうら市規則第

38 号）別表第 1 に規定する公有財産のうち不動産及びこの従物並びにこれらに相当する資産をいう。 
（所掌事務） 
第 3 条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 公共施設等総合管理計画の策定の調整に関すること。 
(2) 公共施設等総合管理計画の進行管理に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、公共施設等の効果的活用及び適正な維持管理に係る重要事項に関すること。 
（庁議との関係） 
第 4 条 前条に規定する所掌事務のうち特に重要な事項は、庁議に付議するものとする。 
（組織） 
第 5 条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 
2  本部長は、副市長をもって充てる。 
3  副本部長は、市長公室長及び総務部長をもって充てる。 
4  本部員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

(1) 市民部長 
(2) 保健福祉部長 
(3) 環境経済部長 
(4) 土木部長 
(5) 消防長 
(6) 教育部長 
(7) 会計管理者 
(8) 水道事務所長 
(9) 議会事務局長 

（本部長及び副本部長） 
第 6 条 本部長は、本部を総括する。 
2  本部長に事故あるとき又は欠けたときは、副本部長のうち総務部長の職にある者がその職務を代理する。 
（会議） 
第 7 条 本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 
2  本部長は、必要があると認めるときは、本部の会議に本部員以外の者に出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。 
（検討会議） 
第 8 条 第３条に規定する所掌事務の実施に必要な調査、研究、検討等を行うため、本部に検討会議を置く。 
2  検討会議の会議員は、公共施設等を所管する課等の実務担当者（課長補佐、係長等で、当該所管課等の長

が指定するものをいう。）をもって充てる。 
（委任） 
第 9 条 この訓令に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則 
この訓令は、平成 26 年 6 月 1 日から施行する。 

 
 



 

 
 

かすみがうら市公共施設等マネジメント計画 （基本計画） 

策定；2015 年 3 月  発行；かすみがうら市 

〒315-8512 茨城県かすみがうら市上土田 461 番地 

TEL.0299-59-2111 029-897-1111 

FAX.0299-59-2130 

URL http://www.city.kasumigaura.ibaraki.jp/ 

E-mail zaisan＠city.kasumigaura.ibaraki.jp 

（編集；総務部検査管財課） 
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平成 28 年 7 月 15 日 

公共施設等マネジメント推進委員会 
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公共施設の再配置等（各論）の検討の流れ

（施設状況） ・所在地 ・敷地面積 ・延床面積 ・複合化状況 ・土地建物保有状況 …
（建物状況） ・建築年 ・構造 ・耐震性 ・バリアフリー ・環境負荷 ・施設構成 …
（利用状況） ・利用者数 ・利用件数 ・稼働率 …
（管理運営状況） ・運営方法 ・維持管理費等の収支 … など

各施設の基礎データ

① 施設の「必要性」の点検 ⇒ 量と配置の適正化

② 施設の「有効性」の点検 ⇒ 活用の適正化、有効活用

③ 管理運営の「効率性」の点検 ⇒ 管理運営の適正化

施設と事業をセットで点検 【関係課で作業中】

課題の抽出

（以下、平成２８年度の取組み）

今
後
の
方
向
性

出典；平成２４年度 ＰＦＩ／ＰＰＰ調査研究会報告書（ふるさと財団）

① 老朽化度、安全性
（改修履歴、今後の費用対効果）

② 施設の性格に応じた分類
（全市的施設か、地域的施設か）

③ 施設を「点」でなく「面」でみる
（機能が類似した施設はないか）

④ 施設を使いきる
（耐用年数まで、施設の空間）

⑤ 多様な管理運営手法
（民間活用、地域との連携）

検討の視点

廃校施設の活用による
課題解決の可能性

廃
校
活
用
ニ
ー
ズ
調
査

事
業
者
公
募

公
募
の
審
査

事
業
化
調
整

委
員
会
②

委
員
会
③

委
員
会
④

最適化の検討イメージ 【出口戦略】

※具体的な点検項目は、次ページ

年次計画の調整・推進、施設保全計画の調整、借地適正化の推進 など

（以下、次年度からの取組み）

借地施設の
今後のあり方、
適正化の検討

（公的利用の可能性）
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各施設の「施設と事業の点検」における点検項目 

 

 

１ 行政評価（事務事業評価）の活用 

施設を利用し実施している事務事業について、事務事業評価の結果（今後

の方向性）を踏まえ、その実施場所（施設）に関する課題を深掘りする。 

 

２ 「施設所管課」における点検 

【必要性】→ 当該施設での実施事業や貸出事業は、そもそも必要なのか。 

□ 施設の現在の利用状況は、設置当初の主たる目的に適合しているか。 

□ 施設での実施事業や貸出内容は、この施設でなければできないのか。 

□ 隣接市の公共施設、市内・近隣の民間施設でも、類似の事業を実施してい

ないか。 

□ 施設での実施事業や施設貸出しは、市が関与しなければならないのか（市

の義務か）。 

□ 施設での実施事業や施設貸出しの効果を把握しているか。 

【有効性】→ 施設が必要な場合に、施設は有効に機能し、活用されているか。 

□ 日にち・時間帯による施設の稼働状況はどうか。 

□ 利用者が地域住民に限定されていないか。 

□ 施設の立地場所・規模は、利用対象者に不便を来していないか。 

□ 今後（中長期）の利用者数の見込みはどうか。 

□ 施設に遊休スペース（他の目的に使えるスペース）、空き時間はないか。 

□ 空き時間を他の施設の関連用途に提供することは、物理的に可能か。 

【効率性】→ 施設は、効率的に管理・運営されているか。 

□ 施設そのものの管理・運営に民間の参入は可能か。 

□ 施設の維持管理や事業実施を、地域住民に委ねることはできないか。 

□ 年間の維持管理コスト（経常経費）の削減に努めているか。 

□ 建物や設備は、健全に利用できる状態か。 

【その他】 

□ 施設で実施している所管事業（ソフト事業）の施設（場所）に関する個別

の課題はないか。 

□ 廃校施設の一部または全部を利用することで、解決できる施設・事業の課

題はないか。 

 

３ 「施設利用課」における点検 

【現在の所管事業の実施場所に関する課題】 

□ 現在の利用施設でないと実施できない事業なのか。代替場所はないのか。 

□ 利用施設の立地場所・規模は、利用対象者に不便を来していないか。 
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□ 現在の所管事業を市で継続する場合、実施場所は、どのような単位が望ま

しいか。 

【中長期的に新たな場所の確保の必要性など】 

□ 所管の施策の課題に対応するため、場所を用意する必要がある事業の見込

みはあるか。 

□ 廃校施設の一部または全部を利用することで、解決できる事業の課題はな

いか。 

 

４ 企画・財政部門における関連事項の整理 

□ 総合計画（次期）で示す土地利用、基本構想など将来都市像の実現のため

に、まちづくりの観点から、施設に関する見解の整理・提案 

□ 財政計画上、土地の取得（借地との関係）、施設の大規模改修、建替え等に

充当可能な一般財源の年度別見通し（平準化を考慮） 

□ 利用可能な補助制度等の洗出し、現有施設に関する起債の償還状況 
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平成 27 年度 

公共施設等のあり方に関する地域懇談会「ワークショップ」の結果（概要） 

 

 

１ 概  略 

公共施設等マネジメント基本計画（H27.3）に基づき、地域的な施設のあり

方について、市民と知恵を出し合い、市民協働を推進するきっかけともする

ため、ワークショップ方式の懇談会を開催。 

ワークショップでは、小中学校区を基本とするグループに分かれ、各地域

の実情を把握し、地域コミュニティや地域づくりの仕組みに関する住民どう

しの話合いを通じ、地域的な施設のあり方について方向性を取りまとめた。 

２ 開催経過 

(1) 参加者   市民 37 人（公募）、職員 27 人 

(2) コーディネーター   川嶋 幸夫 氏（元・立川市総合政策部長） 

(3) 開催日時・主な内容 

＜第 1回＞  平成 27 年 10 月 31 日（土）13：30 ～ 17：00 

・コーディネーターによる講演 

「公共施設等の見直しに向けて」 

・グループ討議 … 各地域の現状や課題の整理 

ＳＷＯＴ分析により、現在の良いところ・困りごと、将来の可能性・

心配ごとについて、意見を出し合った。 

＜第 2回＞  平成 27 年 11 月 22 日（日）13：30 ～ 17：00 

・市の取組み説明（政策経営課） 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要」「公共交通の現状と方向性」 

・グループ討議 … 将来の市民生活や地域社会のイメージ整理 

第 1 回において出された困りごとや心配ごとについて、地域の強みや

可能性を生かして解決していくため、市民自らができること、そのため

に必要な条件を整理した。 

＜第 3回＞  平成 27 年 12 月 13 日（日）13：30 ～ 17：00 

・コーディネーターによる情報提供 

「ワークショップの開催と今後に向けて」 

・グループ討議 … 暮らしの質が高まる公共施設のあり方 

第 2 回において整理された取組み内容、条件に基づき、地域づくりの

仕組みとして、具体的に「何を」「誰が」「どこで」「どのように」取組む

か、各地域の公共施設の現状も踏まえ整理した。 

・コーディネーターによる全体のまとめ 
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(4) グループ討議の結果概要 

≪霞ヶ浦北小学校区地域①／佐賀・安飾≫ 

○自然を生かした観光集客 

・廃校を利用して、（オート）キャンプ場を設置する。 

・乗馬や農業体験、カヌーを地域住民（市民）が中心となって行う。 

・キャンプ場協会、ＪＡ、観光課、商工会の協力 

・イベント開催、宿泊施設としての利用、防災拠点にもなる。 

○地区公民館の活用 

・公民館活動だけでなく、防災・福祉の多目的活用。 

・防災備品の保管場所として利用できるのでは。 

・高齢者の健康維持のための拠点に利用したい。 

・住民による地域での管理運営を主体とし、防災面は地元消防団や区長会

の協力を得る。公民館活動は公民館役員が主体となって行う。 

≪霞ヶ浦北小学校区地域②／志士庫≫ 

○戸沢運動公園及び志士庫第一公民館の活用 

・農産物（ブルーベリー等）を持ち寄り、加工して、戸沢運動公園の利用

者への販売。 

・志士庫地区の良さを伝えて移住者を増やす。 

・公民館を戸沢運動公園の利用者の休憩所や更衣室として利用。 

○志士庫小学校の活用 

・高齢者の集う場所や学童保育としての活用。地元在住の退職者の方に協

力を得て行う。 

○耕作放棄地の解消 

・地元の人たちで協力して、土地所有者に協力を得て、耕作放棄地を企業

に提供し、活用してもらう。 

○ＮＰＯの拠点 

・戸沢運動公園や志士庫小学校をＮＰＯ法人の拠点にするため、地域住民

やＰＴＡの協力を得る。それだけで補えない分は、行政の協力。 

≪霞ヶ浦南小学校区地域①／牛渡≫ 

○高齢者の見守り、見回りボランティア 

・区長を中心に 2～3 人程度のグループを作り、牛渡地区公民館を拠点とし

た見回り活動や道路状況の確認を行う。 

○小学校や地区公民館の活用 

・防災活動の拠点として活用する。 

・公民館の維持管理は、地区で実施する。 

・小学校は、地区の有識者の力を借りて、学童保育の利用を継続したい。

校庭は、スポ少活動の継続利用やドクターヘリの発着所。 

・小学校は、グループホームへの売却も考えられる。地区の住民を優先し

た雇用の創出にもなる。 
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≪霞ヶ浦南小学校区地域②／牛渡・下大津・美並≫ 

○小学校跡地の有効活用 

・体験農園の実施や農村レストランの営業、宿泊施設の整備。 

・体験農園は、農業経験者や後継者が耕作放棄地やその予備群を用いて、

地域コミュニティによる運営 

・農村レストランは、地元の（ボランティア）団体や専業の生活者に運営

をお願いする。 

・宿泊施設は管理者の設置（公募など）。高齢者による伝統の継承も行って

いきたい。 

・調整役の立場が必要。行政にも専門知識を持ってもらいたい（法令の制

定・周知・予算の確保等）。 

・公民館として活用したり、季節に応じたイベントの開催、防災備品の置

場にすることもできるが、費用の面がどうしても問題 

≪霞ヶ浦南小学校区地域③／宍倉≫ 

○地域コミュニティーセンターの設立 

・宍倉小学校の維持管理に関して、ＮＰＯ法人で業務委託を請け負う。 

・まずは、小学校を地域の活動センターや防災センターとする。宿泊施設

や備蓄所として使用。学童保育及び高齢者が集まれる施設。これら市と

協働で行い、補助金を受ける。また、他の活動団体とも協働。 

・市民文庫（小学校統合により余った書籍等）と食堂（地産地消）を併設

する。食堂では高齢者を活用し、子どもたちや神立地区から定年を迎え

た多くの人に来場してもらい、交流の場とする。 

・農産物の直売所や、不用品の交換所としても活用。 

・市民大学の設置（宍倉小） 

・これらが軌道に乗れば、創業支援や体験型農園、農業研修生を受け入れ

た耕作放棄地などの解消も考えられるが、まずは地道な活動から。 

≪千代田中学校区地域／志筑・新治・七会・上佐谷≫ 

○都市部との交流の促進 

・公共施設の複合化を行い、交流拠点となる交流センターの設置。交流施

設は上佐谷小、交流センターとしては第 1常陸野公園を想定。 

・併せて宿泊施設の整備も必要。ＪＡなどへの管理委託を検討。行政にも

支援依頼。 

○雪入山ハイキングコースの開発、ハイカーへの物販 

・ホタルの里、ハイキングコース、サイクリングコースの整備や自転車レ

ースの開催、歴史文化遺産の活用を検討。整備は地域農業との共存や地

主の理解など課題も多い。歴史文化資産の活用は、ボランティアの協力

を得て志筑地区で実施。 

・雪入山ハイキングコースや物産所は、雪入ふれあいの里公園の管理者や

地域農家、直売所の運営やハイキングコースの草刈りなど維持管理を行

ってもらう。幅広いニーズに対応した農業体験も実施したい。 
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≪下稲吉中学校区地域／下稲吉・下稲吉東≫ 

○複合施設の必要性 

・下稲吉小北校舎や勤労青少年ホームを活用。 

・地域のシニアとジュニアの交流を図る。高齢者から若者へ多くの知識を

受け継ぐ。北校舎へ図書館を設置し、あじさい館との図書の巡回や、ネ

ットワーク化での図書の検索。外国人に日本語を教えたり、日本文化を

体験する場とするなど、コミュニケーションを図れる場を設ける。 

・ホームステイの場を設け、お互いの情報などを交換する。 

・体育協会などに加入できなかった団体に、複合施設を利活用してもらい、

情報交換。 

・若者の夢に向けた知識の援助や、就業支援など。 

・各種企業や団体と連携をしながら、実行委員会を設置して計画を推進。 

３ コーディネーターによる全体のまとめ 

小学校校舎、学校体育館、公民館、運動公園、勤労青少年ホームなどを利

用して、学童保育、防災・福祉活動の拠点にするなど、地域住民が主体的に

取組もうとする具体的な提案が出され、課題解決に向けて一定の方向性が示

された。 

挙げられた意見に対する地域住民との合意形成、地域での体制づくりが次

年度からの課題となっていく。実現性が高いプランにさらに落とし込んでい

かなければならない。 

行政の役割としては、計画を策定する中で、実現に向けた予算の確保や管

理運営体制の築き方など、今後の動きを支えていく組織体制づくりがある。 

来年度以降、今回のワークショップで挙げられた意見を是非つなげていっ

てもらいたい。 

 

以 上 
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公共施設用地の借地の適正化について 

 

１ 借地の状況 

・公共施設の用地のうち、22.1％が借地 

・土地借上料（一般会計）は、年間 5,218 万円（平成 24 年度決算） 

 

２ 借地の主な課題認識（デメリット） 

・施設の継続的な利用の点で、市有地への設置に比べ不安定 

・借地料が固定的支出となり、財政的に負担 

・借地料の価額 

・所管課の事務手続きの負担 

 

３ 方向性（案） 

・市の施設は、市有地への設置（必要な施設の借地は取得）を基本とする。 

ただし、緊急性がある場合、一定期間に限られる場合は、メリット・デメリットを精査

したうえで借地への設置も可とするが、終期を明確にする。 

※ インフラ施設等の借地の取扱いは、原則として公共施設の用地に準じる。 

 

４ 今後の対応（案） 

○公共施設等マネジメント計画（基本計画）に基づき、実行計画（再編計画等）を策定し、

施設の総量縮減と機能複合化を具体的に示していく。 

（基本的な流れ） 

①ソフト面（施設で行っている事業の必要性。将来的に必要となる事業）の検討 

②市の施設や建物がないと、できない事業なのか。 

③どの施設で当該事業を実施していくか。 ⇒ 必要な施設（存続施設）の検討 

（必要な施設の検討にあたって） 

立地条件（利便性、土地利用構想など）や建物の状態（建築年数、劣化度など）に加え、

土地の状況（借地割合、地権者意向など）も考慮する。 

○借地適正化計画（仮称）の検討 

基本的な考え方、対象用地の整理、取得・借受価格の決定方法、財源、取得・返還スケ

ジュール、取得に応じない場合の取扱い、実施体制 など 

※ 使用貸借等（無償の借地）の用地 … 現状では、農村公園や地区公民館の一部など、

地域的な施設に限られることから、施設そのものの地域への移管等を検討 

 

５ 市関係課における当面の作業内容 

・対象地の契約内容（期間、額、額の改定方法、更新条項など）、登記事項等の再調査 

・各施設の借地の課題整理 

・対象施設における実施事業の方向性整理（事務事業評価など、長期的な方向性に関する現

状認識） 

・地権者の意向調査 
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６　公共施設の状況　（土地）

◇公共施設に要する土地 分類別一覧（敷地面積）

市所有面積
（㎡）

借地面積
（㎡）

合計面積
（㎡）

割合
（全体面積）

所有
割合

ｺﾐｭﾆﾃｨ関連施設
（公民館等）

18,679 13,197 31,876 1.8% 58.6%

図書館 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　

資料館 27,931 15,401 43,332 2.5% 64.5%

体育館・ｽﾎﾟｰﾂ施設
（運動公園）

56,999 179,206 236,205 13.6% 24.1%

農村公園 9,909 9,720 19,629 1.1% 50.5%

観光系施設 観光施設 277,454 93,270 370,724 21.4% 74.8%

小学校 271,749 1,389 273,138 15.8% 99.5%

中学校 144,456 2,975 147,431 8.5% 98.0%

保健衛生施設
（保健ｾﾝﾀｰ）

5,786 1,749 7,535 0.4% 76.8%

社会福祉施設 53,198 14,946 68,144 3.9% 78.1%

高齢福祉施設
（高齢者ｾﾝﾀｰ）

1,600 800 2,400 0.1% 66.7%

児童福祉施設
（保育所）

30,008 5,378 35,386 2.1% 84.8%

児童福祉施設
（児童館）

2,608 111 2,719 0.2% 95.9%

庁舎 41,162 135 41,297 2.4% 99.7%

出張所 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　

消防署 3,853 5,060 8,913 0.5% 43.2%

都市公園等 25,941 35,217 61,158 3.5% 42.4%

駐輪場・駐車場 1,872 0 1,872 0.1% 100.0%

23,307 3,818 27,125 1.6% 85.9%

24,846 0 24,846 1.4% 100.0%

5,712 253 5,965 0.4% 95.8%

324,159 0 324,159 18.7% 100.0%

1,351,229 382,625 1,733,854 100.0% 77.9%

※複数の施設が１つの建物に設置されている複合施設は、主たる施設分類に計上。

※消防団詰所等の土地情報は含まない。

合　計

【平成25年3月31日現在】

下水道施設

その他施設

施設分類

市民文化
･社会教育施設

スポーツ･レクリ
エーション施設

学校教育系施設

保健福祉系施設

行政系施設

都市基盤系施設

上水道施設

その他（普通財産等）
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７　公共施設に要する土地一覧　（施設別土地状況）
【平成25年3月31日現在】

所有面積 借地面積

霞ヶ浦公民館 あじさい館内

千代田公民館
（図書館千代田分館）

13,849.52 1,921.52 11,928.00 13.9% 2,827,247 雨水管埋設用地除く(240.24㎡）

下大津地区公民館 2,813.96 2,813.96 0.00 100.0% ―　

美並地区公民館 あじさい館内

牛渡地区公民館 4,464.84 4,464.84 0.00 100.0% ―　

佐賀地区公民館 農村環境改善センター内

安飾地区公民館 3,276.59 3,276.59 0.00 100.0% ―　

志士庫地区第１公民館 3,022.59 3,022.59 0.00 100.0% ―　

志士庫地区第２公民館 1,269.00 0.00 1,269.00 0.0% 0 無償貸借（土地利用承諾）

働く女性の家
（中央出張所）

3,179.00 3,179.00 0.00 100.0% ―　

図書館 あじさい館内

図書館千代田分館 千代田公民館内

郷土資料館 5,928.00 5,928.00 0.00 100.0% ―　

富士見塚古墳公園 37,404.00 22,003.00 15,401.00 58.8% 757,272

体育センター 10,104.76 0.00 10,104.76 0.0% 1,618,948

わかぐり運動公園 61,071.00 0.00 61,071.00 0.0% 5,759,680

多目的運動広場 69,380.00 0.00 69,380.00 0.0% 6,484,893 TBG場の面積・土地借上料含む

戸沢公園運動広場 28,099.00 9,147.00 18,952.00 32.6% 1,819,392

第１常陸野公園 62,955.35 44,137.63 18,817.72 70.1% 2,717,189

千代田B＆G海洋センター 4,595.00 3,714.00 881.00 80.8% 180,628

松本農村公園 1,000.00 0.00 1,000.00 0.0% 0 土地利用承諾

西成井農村公園 1,920.00 1,734.00 186.00 90.3% 0 土地利用承諾

柏崎農村公園 1,120.00 1,120.00 0.00 100.0% ―　

南野原農村公園 1,400.00 0.00 1,400.00 0.0% 0 土地利用承諾

三ツ木農村公園 2,700.00 0.00 2,700.00 0.0% 0 土地利用承諾

宍倉農村公園 3,050.00 3,050.00 0.00 100.0% ―　

深谷農村公園 540.00 0.00 540.00 0.0% 0 土地利用承諾

大平農村公園 590.00 468.00 122.00 79.3% 0 土地利用承諾

崎浜農村公園 1,000.00 0.00 1,000.00 0.0% 0 土地利用承諾

赤塚農村公園 1,000.00 0.00 1,000.00 0.0% 0 土地利用承諾

田伏農村公園 2,500.00 2,500.00 0.00 100.0% ―　

堂山農村公園 772.00 0.00 772.00 0.0% 0 土地利用承諾

牛渡上郷農村公園 1,000.00 0.00 1,000.00 0.0% 0 土地利用承諾

神立住宅農村公園 245.00 245.00 0.00 100.0% ―　 土地利用承諾

東宝ランド農村公園 792.00 792.00 0.00 100.0% ―　 土地利用承諾

水族館 404.58 0.00 404.58 0.0% 0 官有地等を国から占用

歩崎公園 11,257.28 465.00 10,792.28 4.1% 150,880
借地のうち8,807㎡は官有地等を
国から占用

歩崎森林公園 58,676.00 5,304.00 53,372.00 9.0% 2,672,312

雪入ふれあいの里公園 206,102.00 206,102.00 0.00 100.0% ―　

三ツ石森林公園 53,333.84 53,333.84 0.00 100.0% ―　

あゆみ庵 21,190.00 1,555.00 19,635.00 7.3% 1,063,810

平成24年度
土地借上料(円)

備　考
所有
割合

所有状況（㎡）
施設名

敷地面積
（㎡）

 ≪あじさい館に含む≫ 

 ≪あじさい館に含む≫ 

 ≪農村環境改善センターに含む≫ 

 ≪あじさい館に含む≫ 

 ≪千代田公民館に含む≫ 
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所有面積 借地面積

平成24年度
土地借上料(円)

備　考
所有
割合

所有状況（㎡）
施設名

敷地面積
（㎡）

 ≪あじさい館に含む≫ 民家園 1,180.00 1,180.00 0.00 100.0% ―　

生産物直売所 211.81 0.00 211.81 0.0% 0 官有地等を国から占用

活性センター生産物直売所 2,868.00 0.00 2,868.00 0.0% 590,808

農村環境改善センター
（佐賀地区公民館）

9,554.84 5,471.84 4,083.00 57.3% 310,308

歩崎公園ビジターセンター 4,042.44 4,042.44 0.00 100.0% ―　

ドラゴンボートセンター 1,903.00 0.00 1,903.00 0.0% 201,718

下大津小学校 22,094.00 21,425.00 669.00 97.0% 50,175

美並小学校 21,306.92 21,306.92 0.00 100.0% ―　

牛渡小学校 19,412.37 19,412.37 0.00 100.0% ―　

佐賀小学校 25,365.73 24,646.00 719.73 97.2% 30,004

安飾小学校 13,055.91 13,055.91 0.00 100.0% ―　

志士庫小学校 19,145.49 19,145.49 0.00 100.0% ―　

宍倉小学校 14,803.00 14,803.00 0.00 100.0% ―　

志筑小学校 20,619.82 20,619.82 0.00 100.0% ―　

新治小学校 33,868.14 33,868.14 0.00 100.0% ―　

七会小学校 21,749.50 21,749.50 0.00 100.0% ―　

上佐谷小学校 11,753.70 11,753.70 0.00 100.0% ―　

下稲吉小学校 24,162.03 24,162.03 0.00 100.0% ―　

下稲吉東小学校 25,801.00 25,801.00 0.00 100.0% ―　

南中学校 33,601.49 33,601.49 0.00 100.0% ―　

北中学校 36,947.64 36,947.64 0.00 100.0% ―　

千代田中学校 44,137.19 44,137.19 0.00 100.0% ―　

下稲吉中学校 32,745.00 29,770.00 2,975.00 90.9% ―　
新治地内ﾃﾆｽｺｰﾄ含む
（施設使用料600,000円）

霞ヶ浦保健センター 3,030.89 3,030.89 0.00 100.0% ―　 体育センター一帯利用

千代田保健センター 4,503.94 2,755.06 1,748.88 61.2% 553,548

あじさい館
（福祉館・霞ヶ浦公民館・図書館）

59,508.00 46,562.00 12,946.00 78.2% 1,242,816

地域福祉センターやまゆり館 6,636.30 6,636.30 0.00 100.0% ―　

勤労青少年ホーム 2,000.00 0.00 2,000.00 0.0% 3,480,747

霞ヶ浦高齢者センター 1,196.00 396.00 800.00 33.1% 多目的運動広場に含む 多目的運動広場内

千代田高齢者センター 1,204.00 1,204.00 0.00 100.0% ―　 第1常陸野公園内

第一保育所 5,034.39 4,906.39 128.00 97.5% 15,616

やまゆり保育所 12,713.00 12,713.00 0.00 100.0% ―　

さくら保育所 5,250.39 0.00 5,250.39 0.0% 7,762,886

わかぐり保育所 12,388.00 12,388.00 0.00 100.0% ―　

大塚児童館
（大塚ふれあいセンター）

1,255.08 1,255.08 0.00 100.0% ―　

稲吉児童館 607.00 496.00 111.00 81.7% 193,140

新治児童館 856.86 856.86 0.00 100.0% ―　

千代田庁舎 19,650.96 19,515.96 135.00 99.3% 15,360

霞ヶ浦庁舎 21,645.91 21,645.91 0.00 100.0% ―　

中央出張所 働く女性の家内

西消防署（消防本部） 4,990.00 0.00 4,990.00 0.0% 1,800,390

東消防署 3,922.84 3,852.84 70.00 98.2% 10,000

 ≪働く女性の家に含む≫ 
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所有面積 借地面積

平成24年度
土地借上料(円)

備　考
所有
割合

所有状況（㎡）
施設名

敷地面積
（㎡）

 ≪あじさい館に含む≫ 逆西第一児童公園 2,257.00 0.00 2,257.00 0.0% 3,928,023

稲吉ふれあい公園 4,960.30 4,960.30 0.00 100.0% ―　

大塚ファミリー公園 5,084.00 0.00 5,084.00 0.0% 2,804,792

桜塚公園 1,990.00 1,990.00 0.00 100.0% ―　

第２常陸野公園 45,209.00 17,333.00 27,876.00 38.3% 2,251,390

フルーツ公園通り 1,658.00 1,658.00 0.00 100.0% ―　

市営駐輪場・駐車場 1,872.00 1,872.00 0.00 100.0% ―　

上水道施設（26施設） 27,125.11 23,307.11 3,818.00 85.9% 827,280

志戸崎・田伏地区特定環境保全
公共下水道排水処理施設

7,659.00 7,659.00 0.00 100.0% ―　

逆西中継ポンプ場 300.00 300.00 0.00 100.0% ―　

清水入ポンプ場 172.00 172.00 0.00 100.0% ―　

柏崎地区
農業集落排水処理施設

2,571.00 2,571.00 0.00 100.0% ―　

大和田地区
農業集落排水処理施設

2,093.57 2,093.57 0.00 100.0% ―　

深谷地区
農業集落排水処理施設

4,795.00 4,795.00 0.00 100.0% ―　

土田地区
農業集落排水処理施設

991.02 991.02 0.00 100.0% ―　

志筑地区
農業集落排水処理施設

1,417.00 1,417.00 0.00 100.0% ―　

上稲吉地区
農業集落排水処理施設

1,500.00 1,500.00 0.00 100.0% ―　

新治地区
農業集落排水処理施設

1,347.45 1,347.45 0.00 100.0% ―　

千代田東部地区
農業集落排水処理施設

2,000.00 2,000.00 0.00 100.0% ―　

教職員住宅 1,248.41 1,248.41 0.00 100.0% ―　

旧歯科診療所
旧歯科医師住宅

1,306.91 1,306.91 0.00 100.0% ―　 歯科診療所…貸付物件

旧千代田町立第５保育所 3,409.98 3,156.98 253.00 92.6% 60,440 用途廃止施設

旧霞ヶ浦庁舎跡地 9,395.42 9,395.42 0.00 100.0% 用途廃止施設（建物解体済）

旧下大津保育所跡地 4,168.62 4,168.62 0.00 100.0% 用途廃止施設（建物解体済）貸付含む

旧牛渡地区公民館跡地 4,031.00 4,031.00 0.00 100.0% 用途廃止施設（建物解体済）

旧安飾地区公民館跡地 2,329.98 2,329.98 0.00 100.0% 用途廃止施設（建物解体済）

旧志筑小学校跡地 12,965.00 12,965.00 0.00 100.0% 用途廃止施設（建物解体済）

下水処理施設未供用地 3,492.00 3,492.00 0.00 100.0%

その他（普通財産等） 287,777.16 287,777.16 0.00 100.0% ―　 貸付物件含む

合　　計 1,733,853.82 1,351,228.67 382,625.15 77.9% 52,181,692

※複合施設の土地情報は、主たる施設に計上。
※旧志士庫保育所…公売成立（平成25年10月）により除外。
※消防団施設（詰所）…当該土地の一部に設置しているため、上記一覧には含まれていない。
※その他…普通財産、貸付物件等

◆土地面積の状況（市有地・借地の構成）　※普通財産等のその他の土地を含む

敷地面積

（内訳）市有地 （77.9％）

借地　 （22.1％）

　　　○平成24年度土地･建物貸付収入 9,706,118円　

1,733,853.82㎡

1,351,228.67㎡

382,625.15㎡

52,181,692円　　　　○平成24年度土地借上料
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公共施設等マネジメント推進委員会 平成 28 年度の開催計画（案） 

≪ご意見をいただきたい主な内容など≫ 

 

 

１ 第 1回 委員会（平成 28 年 7 月 15 日） 

・公共施設等の現状と課題を踏まえた基本方針（総論）に関する理解 

・施設個別の最適化に関する取組み（各論）の進め方に関する共通認識 

 

 

２ 第 2回 委員会（平成 28 年 8 月下旬を予定） 

・施設と事業の点検結果に基づく、市民生活関連施設に関する個別の課題と方

向性 

・廃校活用による個別課題の解決や地域ニーズへの対応の可能性 

 

 

３ 第 3回 委員会（平成 28 年 10 月下旬を予定） 

・市民生活関連施設の個別の課題と方向性を踏まえ、出口戦略への展開（たた

き台） 

・廃校活用ニーズ調査における事業者等の公募要項（案） 

・平成 29 年度の当委員会の開催計画 

 

 

４ 第 4回 委員会（平成 28 年 2 月下旬を予定） 

・市民生活関連施設の最適化の具体案の取りまとめ 

・廃校活用ニーズ調査における事業者等の公募審査 

・今後の進行管理 
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地域的施設、市民生活関連施設の再配置等　検討資料

○地区別施設配置状況

下稲吉小学校区 下稲吉東小学校区

下大津 牛渡 美並 安飾 佐賀 志筑 新治 下稲吉 下稲吉東

コミュニティ関連施設 旧下大津地区公民館 旧牛渡地区公民館 霞ヶ浦公民館 旧志士庫地区公民館① 旧志士庫地区公民館② 旧安飾地区公民館 （改善センター） 千代田公民館 大塚ふれあいセンター 働く女性の家

図書館 図書館 図書館千代田分館

資料館 富士見塚古墳公園 郷土資料館

体育センター 戸沢公園運動広場 第１常陸野公園 わかぐり運動公園

多目的運動広場 Ｂ＆Ｇ海洋センター

農村公園 農村公園15か所

小学校（計画） 霞ヶ浦南 霞ヶ浦北 志筑（千代田統合） 下稲吉 下稲吉東

廃校小学校（計画） 旧下大津 旧牛渡 旧宍倉 旧志士庫 旧安飾 旧佐賀 新治 七会 上佐谷

中学校 霞ヶ浦 千代田 下稲吉

霞ヶ浦保健センター 千代田保健センター

（保健センター） （地域包括支援センター）

あじさい館 やまゆり館

勤労青少年ホーム

高齢福祉 霞ヶ浦高齢者センター 千代田高齢者センター

保育所 第一保育所 やまゆり保育所 わかぐり保育所 さくら保育所

新治児童館 大塚児童館 稲吉児童館

（児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ） （児童クラブ）

庁舎 霞ヶ浦庁舎 千代田庁舎

出張所 中央出張所

消防署 東消防署 西消防署

消防団施設

第２常陸野公園 大塚ファミリー公園 逆西第一児童公園

稲吉ふれあい公園

桜塚公園

フルーツ公園通り

市民文化・
社会教育施設

スポーツレクリ
エーション施設

学校教育系施設

保健・福祉施設

志士庫 七会

千代田統合小学校区

下稲吉中学校区千代田中学校区霞ヶ浦中学校区

分類 霞ヶ浦南小学校区 霞ヶ浦北小学校区

公園施設 都市公園等

体育館・スポーツ施設

児童館
児童福祉施設

保健

社会福祉

行政施設




